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はじめに 

この政策決定者向け要約（SPM）では、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次評価報告書（AR6）第 1 作業

部会（WG1）報告書における気候変動の自然科学的根拠に関する主要な知見を提示している1。当該報告書は、2013

年の IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）WG1 報告書及び 2018～2019 年の AR6 サイクルにおける 3 つの特別報告書2を

踏まえつつ、その後の気候科学による新しい証拠を取り入れている3。 

この SPM は、気候の変化の様子や人間の影響の役割を含む気候の現状、将来ありうる気候、地域や部門に関連する

気候情報、人為起源の気候変動の抑制に関する知識を要約したものである。 

科学的理解に基づき、主要な知見は、事実として又は IPCC で標準化された表現4による確信度の評価を伴って記述

される。 

主要な知見それぞれの科学的根拠は、波括弧内に示される報告書本体各章及び技術要約（以下「TS」）で統合的にま

とめられた各節に述べられている。AR6 WG1 のインタラクティブ・アトラスは、WG1 参照地域ごとに、こうした主

要な統合的知見の確認を容易にし、気候変動情報を補足する5。 

 

 

 

A. 気候の現状 

AR5 以降、観測に基づく推定と古気候記録からの情報の向上により、気候システムの各要素とその今日までの変化

について、包括的な見解が提供されている。新しい気候モデルのシミュレーション、新しい分析、複数の証拠を組

み合わせた手法により、気象や気候の極端現象を含む、より広い範囲の気候変数に対する人間の影響について理解

が深まっている。本節において対象とする期間は、利用可能な観測値や古気候記録、査読付論文にまとめられた研

究の有無により異なる。 

A.1 人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない。大気、海洋、雪氷圏及び

生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現れている。 

{2.2, 2.3, Cross-Chapter Box 2.3, 3.3, 3.4, 3.5, 3.6, 3.8, 5.2, 5.3, 6.4, 7.3, 8.3, 9.2, 9.3, 9.5, 9.6, Cross-

Chapter Box 9.1}（図 SPM.1, 図 SPM.2） 

  

 
1 決定 IPCC/XLVI-2 による。 

2 3 つの特別報告書とは、1.5℃の地球温暖化：気候変動の脅威への世界的な対応の強化、持続可能な開発及び貧困撲滅への努力の文脈における、

工業化以前の水準から 1.5℃の地球温暖化による影響及び関連する地球全体での温室効果ガス（GHG）排出経路に関する IPCC 特別報告書

（SR1.5）、気候変動と土地：気候変動、砂漠化、土地の劣化、持続可能な土地管理、食料安全保障及び陸域生態系における温室効果ガスフラッ

クスに関する IPCC 特別報告書（SRCCL）及び変化する気候下での海洋・雪氷圏に関する IPCC 特別報告書（SROCC）を指す。 

3 評価は、2021 年 1 月 31 日までに出版に向けて受理された文献に基づく。 

4 各々の知見は、基礎となる証拠と見解一致度の評価にその基盤を置く。確信度は、非常に低い、低い、中程度、高い、非常に高い、の 5 段階の

表現を用い、「確信度が中程度」のように斜体で記述する。ある結果について評価された可能性の度合いを示すためには次の用語を用いる：ほぼ

確実（99～100%）、可能性が非常に高い（90～100%）、可能性が高い（66～100%）、どちらも同程度の可能性（33～66%）、可能性が低い（0～

33%）、可能性が非常に低い（0～10%）、ほぼあり得ない（0～1%）。適切な場合には追加的な用語（可能性が極めて高い（95～100%）、どちら

かと言えば可能性が高い（>50～100%）、可能性が極めて低い（0～5%））も用いる。評価した可能性は、「可能性が非常に高い」のように斜体

で記述する。これは AR5 と整合する。本報告書において、特に明記されていない限り、角括弧［x から y］は可能性が非常に高いと評価された

範囲又は 90%区間を表すために使用される。 

5 インタラクティブ・アトラスは https://interactive-atlas.ipcc.ch で利用可能である。 



A.1.1 1750 年頃以降に観測された、よく混合された温室効果ガス（GHG）の濃度増加は、人間活動によって引き

起こされたことに疑う余地がない。2011 年（AR5 で報告された観測結果）以降、大気中濃度は増加し続け、

2019 年の年平均値は、二酸化炭素（CO2）が 410 ppm 訳注 1、メタン（CH4）が 1866 ppb 訳注 1、一酸化二窒

素（N2O）が 332 ppb に達した6。陸域と海洋は、人間活動による CO2排出を過去 60 年間にわたりほぼ一

定の割合（世界全体で毎年約 56％）で吸収しているが、これには地域差がある（確信度が高い）7。 

{2.2, 5.2, 7.3, TS.2.2, Box TS.5} 

A.1.2 最近 40 年間のうちどの 10 年間も、それに先立つ 1850 年以降のどの 10 年間よりも高温であった。21 世

紀最初の 20 年間（2001～2020 年）における世界平均気温（global surface temperature）8は、1850～1900

年9の気温よりも 0.99［0.84～1.10］℃高かった。2011～2020 年の世界平均気温は、1850～1900 年よりも

1.09［0.95～1.20］℃高く、また、海上（0.88［0.68～1.01］℃）よりも陸域（1.59［1.34～1.83］℃）の昇

温の方が大きかった。AR5 以降、世界平均気温について推定された上昇は、主に 2003～2012 年以降の更

なる昇温（+0.19［0.16～0.22］℃）によるものである。加えて、方法論的な進展と新しいデータセットが

AR610における昇温の推定値の更新に約 0.1℃寄与した。 

{2.3, Cross-Chapter Box 2.3}（図 SPM.1） 

A.1.3 1850～1900 年から 2010～2019 年11までの人為的な世界平均気温上昇は 0.8℃～1.3℃の可能性が高く、最

良推定値は 1.07℃である。よく混合された GHG は 1.0℃～2.0℃の昇温に、その他の人為起源の駆動要因

（主にエーロゾル）は 0.0℃～0.8℃の降温に寄与し、自然起源の駆動要因は世界平均気温を-0.1℃～0.1℃

変化させ、内部変動は-0.2℃～0.2℃変化させた可能性が高い。1979 年以降の対流圏の昇温の主要な駆動要

因12は、よく混合された GHG である可能性が非常に高く、1979 年から 1990 年代半ばまでの下部成層圏の

降温の主要な駆動要因は、人為的な成層圏オゾン層の破壊である可能性が極めて高い。 

{3.3, 6.4, 7.3, TS.2.3, Cross-Section Box TS.1}（図 SPM.2） 

  

 
訳注 1 ppm（100 万分の 1）、ppb（10 億分の 1）、ppt（1 兆分の 1）は、乾燥空気中の分子の総数に対する当該気体分子の数の比である。 

6 2019 年のその他の GHG 濃度は、パーフルオロカーボン類（PFCs）が CF4換算で 109 ppt 訳注 1、六フッ化硫黄（SF6）が 10 ppt、三フッ化窒素

（NF3）が 2 ppt、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）が HFC-134a 換算で 237 ppt、モントリオール議定書に規定されたその他のガス（主に

クロロフルオロカーボン類（CFCs）及びハイドロクロロフルオロカーボン類（HCFCs））が CFC-12 換算で 1032 ppt であった。2011 年からの増

加は、CO2が 19 ppm、CH4が 63 ppb、N2O が 8 ppb である。 

7 その他の GHG については、陸域と海洋は実質的な吸収源ではない。 

8 本報告書の SPM においては、GMST と GSAT 訳注 2の両方に関して「世界平均気温（global surface temperature）」が使用されている。GMST と

GSAT の変化は、最大 10%の差異があることについては確信度が高いが、相反する証拠があるため、長期変化傾向の差の符号（方向）について

は確信度が低い。｛Cross-Section Box TS.1｝ 

訳注 2 GMST（global mean surface temperature）は陸域及び海氷の表面付近（2 m）の気温と海氷のない海面水温の平均値、GSAT（global surface air 

temperature）は陸域及び海域の表面付近（2 m）の気温の平均値（直接の観測量ではなく、気候モデルから算出される値）で表される世界平均

気温。今次報告書の SPM では両者に代わり一貫して global surface temperature が使用されているが、報告書本体では AR5 までと同様に GMST

と GSAT が区別されて使用されている。 

9 1850～1900 年という期間は、世界平均気温を推定するに十分完全な世界規模の観測が行われるようになった最も早い時期であり、AR5 や SR1.5

と同じく、工業化以前の状態の近似値として使用される。 

10 AR5 以降、方法論的な進展と新しいデータセットにより、気温の変化について、北極域を含む、より完全な空間的表現が提供されるようになっ

た。また、これらやその他の改善により、世界平均気温変化の推定値が約 0.1℃程度上昇したが、これは AR5 以降の追加的な物理的昇温を表し

ているわけではない。 

11 A.1.2 における期間と異なるのは、要因特定の研究が、このわずかに早い期間を対象としているためである。2010～2019 年までの昇温の観測値

は 1.06［0.88～1.21］℃である。 

12 この SPM において「主要な駆動要因」とは、変化の 50%を超える部分の要因となっていることを意味する。 



A.1.4 世界全体の陸域における降水量は 1950 年以降増加している可能性が高く、1980 年代以降はその増加率が

加速している（確信度が中程度）。20 世紀半ば以降に観測された降水変化パターンには人間の影響が寄与

していた可能性が高く、観測された海面付近の塩分の変化パターンに人間の影響が寄与していた可能性が

極めて高い。両半球における中緯度のストームトラックは、1980 年代以降、極方向へ移動した可能性が高

く、その長期変化傾向には顕著な季節性がある（確信度が中程度）。南半球では、これと密接に関連した夏

季の中高緯度ジェット気流の極方向への移動に、人間の影響が寄与していた可能性が非常に高い。 

{2.3, 3.3, 8.3, 9.2, TS.2.3, TS.2.4, Box TS.6} 

A.1.5 人間の影響は、1990 年代以降の世界的な氷河の後退と 1979～1988 年と 2010～2019 年との間の北極域の

海氷面積の減少（9 月は約 40%、3 月は約 10%の減少）の主要な駆動要因である可能性が非常に高い。南

極域の海氷面積は、地域により相反する変化傾向が見られることや、内部変動が大きいことから、1979 年

から 2020 年の間に有意な変化傾向はなかった。人間の影響は、1950 年以降の北半球における春季の積雪

面積の減少に寄与した可能性が非常に高い。人間の影響は、過去 20 年間において観測されたグリーンラン

ド氷床の表面融解に寄与した可能性が非常に高いが、南極氷床の質量減少に対する人間の影響については、

証拠が限定的で、見解一致度は中程度である。 

{2.3, 3.4, 8.3, 9.3, 9.5, TS.2.5} 

A.1.6 世界全体の海洋上層（0～700 m）が 1970 年代以降昇温していることはほぼ確実であり、人間の影響が主

要な駆動要因である可能性が極めて高い。人為的な CO2の排出が、現在進行している外洋表層の世界的な

酸性化の主要な駆動要因であることは、ほぼ確実である。多くの海域で、20 世紀半ば以降に上層の酸素濃

度が低下していることは確信度が高く、人為的影響がこの低下に寄与していることは確信度が中程度であ

る。 

{2.3, 3.5, 3.6, 5.3, 9.2, TS.2.4} 

A.1.7 世界平均海面水位は、1901～2018 年の間に 0.20［0.15～0.25］m 上昇した。その平均上昇率は、1901～

1971 年の間は 1.3［0.6～2.1］mm/年だったが、1971～2006 年の間は 1.9［0.8～2.9］mm/年に増加し、2006

～2018 年の間には 3.7［3.2～4.2］mm/年に更に増加した（確信度が高い）。少なくとも 1971 年以降に観

測された世界平均海面水位の上昇の主要な駆動要因は、人間の影響であった可能性が非常に高い。 

{2.3, 3.5, 9.6, Cross-Chapter Box 9.1, Box TS.4} 

A.1.8 1970 年以降、陸域の生物圏の変化は地球温暖化と整合的である。両半球では気候帯が極方向に移動し、北

半球の中高緯度帯では、1950 年代以降、生育期間が平均して 10 年あたり最大で 2 日長くなった（確信度

が高い）。 

{2.3, TS.2.6} 

 



 
図 SPM.1 | 1850～1900 年を基準とした世界平均気温の変化 

パネル（a）古気候記録から復元した世界平均気温の変化（灰色の実線、西暦 1～2000 年）及び直接観測による世界平均気温の変化（黒色の実

線、1850～2020 年）。いずれも 1850～1900 年を基準とした 10 年平均。左側の縦棒は、現間氷期（完新世訳注 3）中の約 6500 年前に起きた、少

なくとも過去 10 万年間で最も温暖だった数世紀の期間の推定気温（可能性が非常に高い範囲）を示す。約 12 万 5 千年前の最終間氷期は、次に

最も近い、気温が高かった期間の候補である。これらの過去の温暖な期間は、緩やかな（数千年にわたる）軌道要素の変動によって引き起こさ

れた。白い斜線の入った灰色の領域は、復元された気温の、可能性が非常に高い範囲を示す。 

パネル（b）過去 170 年間の世界平均気温の変化（黒線）。1850～1900 年を基準とした年平均値を、第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト

（CMIP6）気候モデルによるシミュレーション（Box SPM.1 参照）で得られた人為起源と自然起源の両方の駆動要因を考慮した気温（茶色）及

び自然起源の駆動要因（太陽活動及び火山活動）のみを考慮した気温（緑色）と比較。各色の実線は複数モデルの平均値、着色域はシミュレー

ション結果の可能性が非常に高い範囲を示す（評価された昇温への寄与については図 SPM.2 を参照）。 

{2.3.1; Cross-Chapter Box 2.3; 3.3; TS.2.2; Cross-Section Box TS.1, 図 1a} 

 

 
訳注 3 完新世は、最終氷期が終わる約１万年前から現在であり、現間氷期とほぼ同じ意味。なお、12 万 5 千年前を含む最終間氷期は、最終氷期の直

前の間氷期（現間氷期の 1 つ前の間氷期）である。 

1850～1900年を基準とした世界平均気温の変化
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図 SPM.2 | 1850～1900 年を基準とした 2010～2019 年の観測された昇温への寄与の評価 

パネル（a）観測された地球温暖化（世界平均気温上昇量）。エラーバーは、その可能性が非常に高い範囲を示す。 

パネル（b）要因特定の研究からの証拠。複数の気候モデル及び観測の情報を統合したもの。人間の影響の全体、よく混合された温室効果ガス濃

度の変化、エーロゾル、オゾン及び土地利用変化（土地利用に伴う反射率）によるその他の人為起源の駆動要因、太陽及び火山活動による駆動

要因並びに気候の内部変動による気温変化への寄与を示す。エラーバーは、それぞれの可能性が高い範囲を示す。 

パネル（c）放射強制力及び気候感度の評価からの証拠。人間の影響の個々の構成要素、すなわち、温室効果ガス、エーロゾル及びそれらの前駆

物質の排出、土地利用変化（土地利用に伴う反射率及び灌漑）、飛行機雲による気温変化を示す。エラーバーは、可能性が非常に高い範囲を示す。

推定値は、大気への直接排出と、該当ある場合は排出による他の気候駆動要因への影響の両方を考慮している。エーロゾルについては、直接的

効果（放射を通じた）及び間接的効果（雲との相互作用を通じた）が考慮されている。 

{Cross-Chapter Box 2.3, 3.3.1, 6.4.2, 7.3} 
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A.2 気候システム全般にわたる最近の変化の規模と、気候システムの多くの側面における現在の状態は、数百

年から数千年の間、前例のなかったものである。 

{2.2, 2.3, Cross-Chapter Box 2.1, 5.1}（図 SPM.1） 

A.2.1 2019 年には、大気中の CO2濃度は、少なくとも過去 200 万年間のどの時点よりも高く（確信度が高い）、

CH4 及び N2O の濃度は、少なくとも過去 80 万年間のどの時点よりも高かった（確信度が非常に高い）。

1750 年以降の CO2濃度の増加（47％）と CH4濃度の増加（156％）は、少なくとも過去 80 万年間にわた

る氷期-間氷期間の数千年の自然変動をはるかに超えており、N2O 濃度の増加（23％）はこの期間の変動と

同程度である（確信度が非常に高い）。 

{2.2, 5.1, TS.2.2} 

A.2.2 世界平均気温は、1970 年以降、少なくとも過去 2000 年間にわたり、他のどの 50 年間にも経験したことの

ない速度で上昇した（確信度が高い）。最近 10 年間（2011～2020 年）の気温は、数百年にわたり温暖だっ

た直近の時期である 6500 年前頃13［1850～1900 年を基準として 0.2～1℃訳注 4］よりも高かった（確信度

が中程度）。それより前の直近の温暖期は約 12 万 5000 年前で、この時代の数百年間の気温［1850～1900

年を基準として 0.5～1.5℃訳注 4］は、直近 10 年間に観測された範囲と重なっている（確信度が中程度）。 

{2.3, Cross-Chapter Box 2.1, Cross-Section Box TS.1}（図 SPM.1） 

A.2.3 2011～2020 年の北極域の年平均海氷面積は、少なくとも 1850 年以降で最小規模に達した（確信度が高

い）。晩夏の北極域の海氷面積は、少なくとも過去千年間のどの時期よりも小さかった（確信度が中程度）。

世界のほとんど全ての氷河が同調的に後退するという 1950 年代以降の地球全体の氷河後退の特徴は、少

なくとも過去 2000 年の間に前例がなかったものである（確信度が中程度）。 

{2.3, TS.2.5} 

A.2.4 世界平均海面水位は、1900 年以降、少なくとも過去 3 千年間のどの百年よりも急速に上昇している（確信

度が高い）。世界全体の海洋は、最終氷期の終末期（約 1 万 1 千年前頃）より、過去百年間の方が急速に昇

温している（確信度が中程度）。外洋表層の pH は、過去 5 千万年にわたり長期的に上昇し続けている（確

信度が高い）。しかしながら、最近数十年間のような低い外洋表層の pH は、直近の 2 百万年でも異例の現

象である（確信度が中程度）。 

{2.3, TS.2.4, Box TS.4} 

A.3 人為起源の気候変動は、世界中の全ての地域で、多くの気象や気候の極端現象に既に影響を及ぼしている。

熱波、大雨、干ばつ、熱帯低気圧のような極端現象について観測された変化に関する証拠、及び、特にそ

れらの変化を人間の影響によるとする要因特定に関する証拠は、AR5 以降、強化されている。 

{2.3, 3.3, 8.2, 8.3, 8.4, 8.5, 8.6, Box 8.1, Box 8.2, Box 9.2, 10.6, 11.2, 11.3, 11.4, 11.6, 11.7, 11.8, 11.9, 

12.3}（図 SPM.3） 

A.3.1 極端な高温（熱波を含む）が、1950 年代以降、ほとんどの陸域で頻度及び強度が増加してきた一方、極端

な低温（寒波を含む）の頻度と厳しさが低下してきたことはほぼ確実であり、人為起源の気候変動がこれ

らの変化の主要な駆動要因14であることの確信度は高い。過去 10 年に観測された最近の極端な高温の一部

は、気候システムに対する人間の影響なしには発生した可能性が極めて低いだろう。海洋熱波の頻度は、

1980 年代以降ほぼ倍増しており（確信度が高い）、人間の影響は、少なくとも 2006 年以降のほとんどの海

洋熱波に寄与していた可能性が非常に高い。 

{Box 9.2, 11.2, 11.3, 11.9, TS.2.4, TS.2.6, Box TS.10}（図 SPM.3） 

 
13 B.1 で述べるように、排出が非常に少ないシナリオである SSP1-1.9 においてすら、気温は少なくとも 2100 年までは直近 10 年よりも高いままと

なると評価されており、そのため 6500 年前頃の百年単位の期間よりも温暖である。 

訳注 4 確信度が中程度の範囲。 

14 脚注 12 に示したとおり、この SPM において「主要な駆動要因」とは、変化の 50%を超える部分の要因となっていることを意味する。 



A.3.2 大雨訳注 5の頻度と強度は、変化傾向の解析に十分な観測データのある陸域のほとんどで、1950 年代以降増

加しており（確信度が高い）、人為起源の気候変動が主要な駆動要因である可能性が高い。人為起源の気候

変動は、陸域の蒸発散量15の増加により、一部の地域で農業干ばつ及び生態学的干ばつ16の増加に寄与して

いる（確信度が中程度）。 

{8.2, 8.3, 11.4, 11.6, 11.9, TS.2.6, Box TS.10}（図 SPM.3） 

A.3.3 1950 年代から 1980 年代にかけての世界の陸域におけるモンスーンに伴う降水17の減少は、北半球から人

為的に放出されたエーロゾルが一因であると考えられているが、それ以降の増加は、GHG 濃度の上昇と十

年から数十年規模の内部変動に起因する（確信度が中程度）。南アジア、東アジア及び西アフリカでは、GHG

排出により生じた昇温による、モンスーンに伴う降水の増加が、20 世紀の間の人為的なエーロゾル排出に

より生じた降温による、モンスーンに伴う降水の減少によって相殺された（確信度が高い）。1980 年代以

降の西アフリカにおけるモンスーンに伴う降水の増加は、部分的には GHG の影響の増加と、欧州と北米の

人為的なエーロゾル排出による降温効果の減少による（確信度が中程度）。 

{2.3, 3.3, 8.2, 8.3, 8.4, 8.5, 8.6, Box 8.1, Box 8.2, 10.6, Box TS.13} 

A.3.4 世界の[全熱帯低気圧に占める]強い熱帯低気圧（カテゴリー3～5 訳注 6）の発生の割合は過去 40 年間で増加

している可能性が高く、北太平洋西部の熱帯低気圧がその強度のピークに達する緯度が北に移動している

可能性が非常に高い。これらの変化は内部変動だけでは説明できない（確信度が中程度）。全てのカテゴリ

ーの熱帯低気圧の頻度に長期（数十年から百年）変化傾向があることの確信度は低い。イベント・アトリ

ビューション研究と物理的な理解は、人為起源の気候変動は熱帯低気圧に伴う大雨を増加させることを示

すが（確信度が高い）、データが限られているため、世界的なスケールで過去の変化傾向を明瞭に検出する

ことは困難である。 

{8.2, 11.7, Box TS.10} 

A.3.5 人間の影響は、1950 年以降、複合的な極端現象18の発生確率を高めている可能性が高い。これには、世界

規模での熱波と干ばつの同時発生（確信度が高い）、人間が居住する全ての大陸の一部地域における火災の

発生しやすい気象条件（確信度が中程度）、一部地点での複合的な洪水（確信度が中程度）の頻度の増加が

含まれる。 

{11.6, 11.7, 11.8, 12.3, 12.4, TS.2.6, 表 TS.5, Box TS.10} 

 
訳注 5 本書において「大雨」は heavy precipitation の訳語である。precipitation は一般には降雨と降雪を含むが、この SPM の文脈では主として降雨を

念頭に置いてよいため、「大雨」としている。 

15 地球の表面を構成する開水面、氷面、露出土壌及び植生から大気へ水が輸送される複合的なプロセス（用語集）。[なお、本脚注は原文では脚注

16 だが、英語と日本語の語順の違いにより、本書では脚注 15 としている。] 

16 農業及び生態学的干ばつ（影響を受ける生物群に依存する）：土壌水分量が異常に不足する期間で、降水の不足と蒸発散量の過剰が組み合わさ

れた結果として生じ、生育期間には一般に穀物生産と生態系の機能に悪影響を与える（付録 VII「用語集」参照）。気象干ばつ（降水量の欠乏）

と水文干ばつ（河川流量の欠乏）に観測された変化は、農業及び生態学的干ばつの変化とは別であり、本項の元となる AR6 本体（第 11 章）で

述べられている。[なお、本脚注は原文では脚注 15 だが、英語と日本語の語順の違いにより、本書では脚注 16 としている。] 

17 地球規模のモンスーン域は、降水量の年較差（現地における夏季と冬季の差）が 2.5 mm/日を超える地域と定義する（用語集）。世界の陸域に

おけるモンスーンに伴う降水は、地球規模のモンスーン域内の陸域における平均降水量を表す。 

訳注 6 1 分間平均の最大風速に基づき定義された熱帯低気圧の強さ。カテゴリー1 は 33～42 m/s、2 は 43～49 m/s、3 は 50～57 m/s、4 は 58～69 

m/s、5 は 70 m/s 以上。なお、熱帯低気圧のうち、東経 180 度より西の北太平洋西部及び南シナ海に存在し、最大風速が約 17 m/s 以上になっ

たものを台風と呼ぶ。日本における台風の強さは 10 分間平均の最大風速に基づき定義されており、「強い」は 33 m/s 以上 44 m/s 未満、「非常

に強い」は 44 m/s 以上 54 m/s 未満、「猛烈な」は 54 m/s 以上。 

18 複合的な極端現象は、社会的あるいは環境的なリスクに寄与する複数の駆動要因及び/又はハザードの組み合わせである（用語集）。例として、

熱波と干ばつの同時発生、複合的な洪水（極端な降雨及び/又は河川流量と高潮の組み合わせなど）、火災の発生しやすい複合的な気象条件（つ

まり、高温で乾燥しており風の強い状態）や異なる地点での極端現象の同時発生が挙げられる。 



 
 

 

 

 

気候変動は既に、人間が居住する世界中の全ての地域において影響を及ぼしており、

人間の影響は、観測された気象や気候の極端現象の多くの変化に寄与している

(a) 世界中の地域で観測された極端な高温の変化と、

その変化に対する人間の寄与に関する確信度の統合的評価

(b) 世界中の地域で観測された大雨の変化と、

その変化に対する人間の寄与に関する確信度の統合的評価

(c) 世界中の地域で観測された農業及び生態学的干ばつの変化と、

その変化に対する人間の寄与に関する確信度の統合的評価

1950年代以降に観測された変化

1950年代以降に観測された変化

1950年代以降に観測された変化

極端な高温に

観測された変化

増加（41）

減少（0）

変化に対する見解一致度が低い（2）

データ及び/又は文献が限定的（2）

観測された変化における

人間の寄与の確信度

高い

中程度

低い（見解一致度が低いため）

低い（証拠が限定的であるため）

大雨に

観測された変化

増加（19）

減少（0）

変化に対する見解一致度が低い（8）

データ及び/又は文献が限定的（18）

観測された変化における

人間の寄与の確信度

高い

中程度

低い（見解一致度が低いため）

低い（証拠が限定的であるため）

農業及び生態学的干ばつに

観測された変化

増加（12）

減少（1）

変化に対する見解一致度が低い（28）

データ及び/又は文献が限定的（4）

観測された変化における

人間の寄与の確信度

高い

中程度

低い（見解一致度が低いため）

低い（証拠が限定的であるため）
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IPCC AR6 WG1参照地域：
【北米】 NWN（北米北西部）、NEN（北米北東部）、WNA（北米西部）、CNA（北米中部）、ENA（北米東部）
【中米】 NCA（中米北部）、SCA（中米南部）、CAR（カリブ地域）
【南米】 NWS（南米北西部）、NSA（南米北部）、NES（南米北東部）、SAM（南米モンスーン地域）、SWS（南米南西部）、

SES（南米南東部）、SSA（南米南部）
【欧州】 GIC（グリーンランド/アイスランド）、NEU（北欧）、WCE（中西欧）、EEU（東欧）、MED（地中海地域）
【アフリカ】-MED（地中海地域）、SAH（サハラ地域）、WAF（西アフリカ）、CAF（中部アフリカ）、NEAF（東アフリカ北部）、

SEAF（東アフリカ南部）、WSAF（南部アフリカ西部）、ESAF（南部アフリカ東部）、MDG（マダガスカル）
【アジア】 RAR（ロシア極域）、WSB（シベリア西部）、ESB（シベリア東部）、RFE（ロシア極東地域）、WCA（中央アジア西部）、

ECA（中央アジア東部）、TIB（チベット高原）、EAS（東アジア）、ARP（アラビア半島）、SAS（南アジア）、SEA（東南アジア）
【オーストラレーシア】NAU（豪州北部）、CAU（豪州中部）、EAU（豪州東部）、SAU（豪州南部）、NZ（ニュージーランド）
【小島嶼】 CAR（カリブ地域）、PAC（大平洋島嶼）



図 SPM.3 | 観測及び要因特定された地域的な変化の統合的評価 

IPCC AR6 WG1 で用いられる各居住地域が、おおよその地理的な位置に応じて同じサイズの六角形で表示されている（地域の略称については凡

例を参照）。全ての評価は、各地域全体に対して、1950 年代から現在までを対象に実施されている。異なる時間スケールやより局所的な空間ス

ケールを対象に評価した場合、もしかするとこの図に示された結果とは異なるかもしれない。各パネル内の色は、観測された変化に対する 4 段

階の評価結果を表す。白と薄灰色の縞模様で示される六角形は、地域全体の変化に対する見解一致度が低い場合に使われる。灰色の六角形は、

データ及び/又は文献が限定的であるため地域全体の評価ができない場合に使われる。その他の色は、観測された変化の確信度が中程度以上であ

ることを示す。これらの観測された変化に対する人間活動の寄与についての確信度は、変化傾向の検出と要因特定、及びイベント・アトリビュ

ーションに関する文献に基づいており、点の数で次のように表す。3 点：確信度が高い、2 点：確信度が中程度、1 点：確信度が低い（黒塗り：

見解一致度が低い、白抜き：証拠が限定的）。 

パネル（a）極端な高温については、日最高気温に基づく指標の変化を主な証拠としており、加えて、他の指標（熱波の継続時間、頻度及び強度）

を用いた地域的な研究も用いられている。赤色の六角形は、極端な高温の増加が少なくとも確信度が中程度で観測されている地域を示している。 

パネル（b）大雨については、世界全体及び地域を対象とした研究から得られた日降水量又は 5 日間積算降水量に基づく指標の変化を主な証拠

としている。緑色の六角形は、大雨の増加が少なくとも確信度が中程度で観測されている地域を示している。 

パネル（c）農業及び生態学的干ばつは、観測及びシミュレーションによる鉛直積算土壌水分量の変化に基づき、表層土壌水分、水収支（降水量

から蒸発散量を差し引いたもの）及び降水量と大気の蒸発要求量から計算される指標の変化を補完的に用いて評価している。黄色の六角形は、

農業及び生態学的干ばつの増加が少なくとも確信度が中程度で観測されている地域を示し、緑色の六角形は、この種の干ばつの減少が少なくと

も確信度が中程度で観測されている地域を示す。 

全ての地域について、表 TS.5 は、この図に示されているもの以外も含め観測された変化を、より幅広く示している。南米南部（SSA）は、この

図で取り上げる指標について観測された変化が示されない唯一の地域となっているが、観測された平均気温の上昇、霜の減少及び海洋熱波の増

加の影響を受けている。 

{11.9, Atlas 1.3.3, 図 Atlas.2, 表 TS.5; Box TS.10, 図 1} 

 

  



A.4 気候プロセス、古気候的証拠及び放射強制力の増加に対する気候システムの応答に関する知識の向上によ

り、平衡気候感度の最良推定値は 3℃と導き出され、その推定幅は AR5 よりも狭まった。 

{2.2, 7.3, 7.4, 7.5, Box 7.2, 9.4, 9.5, 9.6, Cross-Chapter Box 9.1} 

A.4.1 人為的な放射強制力は、1750 年を基準として 2019 年に 2.72［1.96～3.48］W m-2であり、気候システムを

温暖化させてきた。この昇温は主に GHG 濃度の増加によるものであり、エーロゾル濃度の増加に起因する

降温により部分的に軽減される。放射強制力は、AR5 と比較して 0.43 W m-2（19％）増加し、うち 0.34 W 

m-2 は 2011 年以降の GHG 濃度の増加によるものである。残りは、科学的理解の向上とエーロゾル強制力

の評価の変更に伴うもので、濃度の減少と計算の改善を含んでいる（確信度が高い）。 

{2.2, 7.3, TS.2.2, TS.3.1} 

A.4.2 人為的な正味の正の放射強制力は、気候システムに追加のエネルギーを蓄積（加熱）するが、地表付近の

温暖化に応答して宇宙空間へのエネルギー損失が増加することで、部分的に軽減されている。観測された

気候システムの平均加熱率は、1971～2006 年の 0.50［0.32～0.69］W m-2 19から 2006～2018 年の 0.79［0.52

～1.06］W m-2 20に増加した（確信度が高い）。海洋の温暖化が気候システムの加熱の 91％を占め、陸域の

温暖化、氷の減少及び大気の温暖化がそれぞれ 5%、3%及び 1%を占めていた（確信度が高い）。 

{7.2, Box 7.2, TS.3.1} 

A.4.3 気候システムの蓄熱は、陸域の氷の減少と海洋の温暖化による熱膨張により、世界平均海面水位の上昇を

もたらした。1971～2018 年に観測された海面水位上昇の 50％が海洋の熱膨張で説明される一方、22％は

氷河からの氷の減少、20％は氷床からの氷の減少、8％は陸域における貯水量の変化が寄与した。2010～

2019 年の氷床の質量減少速度は、1992～1999 年の 4 倍であった。これに加えて、氷床と氷河の質量減少

が 2006～2018 年の世界平均海面水位上昇の支配的な要因であった（確信度が高い）。 

{9.4, 9.5, 9.6, Cross-Chapter Box 9.1} 

A.4.4 平衡気候感度は、放射強制力に対する気候応答の推定に使用される重要な量である。複数の証拠21に基づく

と、平衡気候感度の可能性が非常に高い範囲は 2℃（確信度が高い）から 5℃（確信度が中程度）である。

AR6 では最良推定値を 3℃、可能性が高い範囲を 2.5℃から 4℃（確信度が高い）と評価したのに対し、AR5

では可能性が高い範囲を 1.5℃から 4.5℃とし、最良推定値は示さなかった。 

{7.4, 7.5, TS.3.2} 

  

 
19 1971～2006 年にかけての累積エネルギー増加量は 282［177～387］ZJ（1 ZJ は 1021ジュール）。 

20 2006～2018 年にかけての累積エネルギー増加量は 152［100～205］ZJ。 

21 気候プロセスの理解、測器による記録、古気候及びモデルに基づく emergent constraint（用語集）訳注 7。 

訳注 7 用語集において emergent constraint は、「地球システムモデルのアンサンブルを用いて特定のフィードバック又は将来変化を過去又は現在の気

候の観測結果（一般には何らかの変化傾向、変動性又は変動性の変化）に関連付け、気候予測の不確実性を低減する試み」と定義されている。 



B. 将来ありうる気候 

本報告書では、AR5 で評価したよりも広範囲で温室効果ガス（GHG）、土地利用及び大気汚染物質の将来に対する気

候の応答を評価するため、5 つの新しい例示的な排出シナリオのセットを一貫して考慮している。この一式のシナ

リオにより、気候モデルによる気候システムの変化に関する予測を行う。これらの予測には、太陽活動と火山に起

因するバックグラウンドの強制力も考慮されている。21 世紀における予測は、特に明記されていない限り、1850～

1900 年を基準として、短期（2021～2040 年）、中期（2041～2060 年）及び長期（2081～2100 年）について述べら

れる。 

Box SPM.1 | シナリオ、気候モデル及び予測 

Box SPM.1.1: 本報告書では、気候変動の人為的な駆動要因に文献で確認できる範囲で将来起こりうる展開を網羅し

た 5 つの例示的なシナリオに対する気候の応答を評価する。これらのシナリオ22は図 SPM.4 に示すように、2015 年

から始まり、CO2排出量がそれぞれ 2100 年と 2050 年までに現在の約 2 倍になる GHG 排出が多いシナリオ（SSP3-

7.0）と非常に多いシナリオ（SSP5-8.5）、CO2 排出が今世紀半ばまで現在の水準で推移する GHG 排出が中程度のシ

ナリオ（SSP2-4.5）、CO2 排出が 2050 年頃又はそれ以降に正味ゼロになり、その後はそれぞれ異なる水準で CO2 排

出が正味負になる23GHG 排出が非常に少ないシナリオ（SSP1-1.9）と少ないシナリオ（SSP1-2.6）を含む。排出量は

社会経済的な仮定や気候変動緩和の程度、エーロゾルと非メタンのオゾン前駆体については大気汚染対策により、

シナリオごとに異なる。別の仮定でも排出量や気候応答は同様の結果になるかもしれないが、社会経済的な仮定や

個々のシナリオの実現可能性や可能性の程度については評価の対象としていない。 

{1.6, Cross-Chapter Box 1.4, TS.1.3}（図 SPM.4） 

Box SPM.1.2: 本報告では、世界気候研究計画（WCRP）の第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP6）に参

加している気候モデルから得られた結果を評価する。以前の IPCC 評価報告書で参照した気候モデルと比較して、今

回のモデルは解像度が高められるとともに、物理学的、化学的及び生物学的過程の表現が更新及び改善されている。

これにより、近年の平均状態のシミュレーションでは、大規模な気候変動に関する大半の指標やその他多くの気候

システム全般の様相が改善されている。観測との違いは、地域的な降水分布などに依然見られる。本報告で評価し

た CMIP6 の過去シミュレーションでは、世界平均気温についてのアンサンブル平均と観測との差は、歴史的な期間

の大半で概ね 0.2℃以内に収まっており、観測された気温上昇は、CMIP6 アンサンブルで可能性が非常に高い範囲に

収まっている。しかしながら、いくつかの CMIP6 モデルでシミュレーションされた昇温は、観測された昇温の可能

性が非常に高いと評価された範囲の上又は下に外れている。 

{1.5, Cross-Chapter Box 2.2, 3.3, 3.8, TS.1.2, Cross-Section Box TS.1}（図 SPM.1 b、図 SPM.2） 

Box SPM.1.3: 本報告書で考慮した CMIP6 モデルの気候感度の範囲は、CMIP5 モデルの範囲や AR6 が複数の証拠に

基づいて可能性が非常に高いと評価した範囲よりも広くなっている。また、これらの CMIP6 モデルは、CMIP5 や

AR6 が評価した最良推定値より大きな平均気候感度を示している。CMIP5 と比較して CMIP6 の気候感度の値が大き

いことは、CMIP6 において約 20%大きい、増幅する雲フィードバックに起因する可能性がある。 

{Box 7.1, 7.3, 7.4, 7.5, TS.3.2} 

  

 
22 本報告書全体を通して、シナリオは SSPx-y と表記する。ここで、「SSPx」はシナリオの基調となる社会経済的傾向を表す共有社会経済経路

（SSP）を、「y」は 2100 年にそのシナリオがもたらすおおよその放射強制力の水準（1 平米あたりのワット数、W m-2）を指す。過去の IPCC 報

告書で使用されたシナリオとの詳細な比較は、TS.1.3、報告書本体第 1.6 節及び第 4.6 節で述べる。気候モデルの駆動に使用される特定の強制シ

ナリオの基礎となる SSP は、WG1 では評価しない。むしろ、SSPx-y の表示は、特定の強制力の経路が気候モデルへの入力値として使用されて

いる基礎文献へのトレーサビリティを確保するものである。IPCC は SSP の基礎となる仮定については中立であり、また、SSP は全ての可能なシ

ナリオを網羅しているわけではない。別のシナリオの検討や開発もできるかもしれない。 

23 CO2の正味負の排出は、人為的な CO2の除去量が人為的な排出量を上回る場合に達成される（用語集）。 



Box SPM.1.4: IPCC 報告書では初めて、世界平均気温、海洋の温暖化及び海面水位の評価された将来変化が、マルチ

モデル予測にシミュレーションによる過去の温暖化に基づく観測上の制約を課し、AR6 の気候感度の評価も合わせ

て構築されている。他の変数については、予測を制約するそのような確固とした手法はまだ存在しない。それでも、

多くの変数について予測される妥当な地理的分布は所与の水準の地球温暖化において特定され、それは考慮した全

てのシナリオに共通して、その地球温暖化の水準に到達する時期には依存しない。 

{1.6, 4.3, 4.6, Box 4.1, 7.5, 9.2, 9.6, Cross-Chapter Box 11.1, Cross-Section Box TS.1} 

 

合計

（観測値）

非CO2

GHG

エーロゾルと

土地利用変化

将来の排出は将来の追加的な昇温を引き起こし、全昇温量は過去及び将来の

CO2排出量に支配される

CO2

(a) 5つの例示的なシナリオにおけるCO2（左）及び一部の主要な非CO2駆動要因（右）の将来の年間排出量

二酸化炭素（GtCO2/年） 非CO2温室効果ガス

メタン（MtCH4/年）

大気汚染物質かつエーロゾル前駆物質

二酸化硫黄（MtSO2/年）

一酸化二窒素（MtN2O/年）

(b) 様々な排出による世界平均気温上昇への寄与とCO2排出の支配的な役割

1850～1900年を基準とした2081～2100年の世界平均気温の変化（℃）

全昇温量（暗い色はこれまでに観測された昇温）、CO2による昇温、非CO2温室効果ガス（GHG）による昇温、エーロゾルと土地利用変化による降温

合計

（観測値）

非CO2

GHG

エーロゾルと

土地利用変化

CO2 合計

（観測値）

非CO2

GHG

エーロゾルと

土地利用変化

CO2 合計

（観測値）

非CO2

GHG

エーロゾルと

土地利用変化

CO2 合計

（観測値）

非CO2

GHG

エーロゾルと

土地利用変化

CO2



図 SPM.4 | 本報告書で使用する 5 つの例示的なシナリオにおける、気候変動の主要な駆動要因の将来の人為起源排出量と、駆動

要因のグループごとの温暖化への寄与 

5 つのシナリオとは、SSP1-1.9、SSP1-2.6、SSP2-4.5、SSP3-7.0 及び SSP5-8.5 である。 

パネル（a）2015～2100 年の人為起源（人為的な）年間排出量。全部門からの二酸化炭素（CO2）排出量（GtCO2/年）（左のグラ

フ）と、シナリオで考慮された 3 つの主要な非 CO2駆動要因であるメタン（CH4、MtCH4/年、右上のグラフ）、一酸化二窒素（N2O、

MtN2O/年、右中のグラフ）及び二酸化硫黄（SO2、MtSO2/年、右下のグラフ、パネル（b）の人為起源エーロゾルに寄与）の排

出量の推移を示している。 

パネル（b）人為起源要因の項目及びシナリオ別に見た昇温への寄与を、1850～1900 年を基準とする 2081～2100 年の世界平均

気温の変化（℃）で、現在までに観測された昇温量と併せて示す。棒は中央値を、エラーバーは可能性が非常に高い範囲を示す。

各シナリオの棒グラフにおいて、棒は、地球温暖化の合計（℃。「合計」棒）（表 SPM.1 参照）並びに CO2の変化（「CO2」棒）と

非 CO2温室効果ガス（GHGs。「非 CO2 GHGs」棒。よく混合された温室効果ガスとオゾンを含む）による昇温への寄与（℃）及

びその他の人為起源要因（「エーロゾルと土地利用変化」棒。人為起源エーロゾル、土地利用に伴う反射率の変化と灌漑の変化、

飛行機雲）による正味の降温（℃）を表す（個々の要因のこれまでの昇温への寄与については図 SPM.2 パネル（c）参照）。1850

～1900 年を基準とする 2010～2019 年に観測された昇温の最良推定値（図 SPM.2 パネル（a）参照）は、「合計」棒の中に暗い色

で示されている。パネル（b）における昇温への寄与は、表 SPM.1 で合計棒について説明されているように計算されている。他

の棒については、気候感度と放射強制力の評価に依拠する世界平均気温に関する物理的気候エミュレーターを用いて駆動要因の

グループごとの寄与が計算された。 

{Cross-Chapter Box 1.4; 4.6; 図 4.35; 6.7; 図 6.18, 図 6.22, 図 6.24; 7.3; Cross-Chapter Box 7.1; 図 7.7; Box TS.7; 図 TS.4, 図 TS.15} 

 

B.1 世界平均気温は、本報告書で考慮した全ての排出シナリオにおいて、少なくとも今世紀半ばまでは上昇を

続ける。向こう数十年の間に CO2 及びその他の温室効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21 世紀中

に、1.5℃及び 2℃の地球温暖化を超える。 

{2.3, Cross-Chapter Box 2.3, Cross-Chapter Box 2.4, 4.3, 4.4, 4.5}（図 SPM.1, 図 SPM.4, 図 SPM.8, 表

SPM.1, Box SPM.1） 

B.1.1 1850～1900 年と比べた 2081～2100 年の世界平均気温は、本報告書で考慮した GHG 排出が非常に少ない

シナリオ（SSP1-1.9）では 1.0～1.8℃、GHG 排出が中程度のシナリオ（SSP2-4.5）では 2.1～3.5℃、GHG

排出が非常に多いシナリオ（SSP5-8.5）では 3.3～5.7℃高くなる可能性が非常に高い24。1850～1900 年を

基準とした世界平均気温が 2.5℃以上高い水準で持続していた最後の時代は、300 万年以上前である（確信

度が中程度）。 

{2.3, Cross-Chapter Box 2.4, 4.3, 4.5, Box TS.2, Box TS.4, Cross-Section Box TS.1}（表 SPM.1） 

 

表 SPM.1 | 複数の証拠に基づく評価による、本報告書で考慮した 5 つの例示的な排出シナリオにおいて選択された 20 年間の世

界平均気温の変化。1850～1900 年の世界平均気温に対する変化（℃）で示す。これは、AR5 の基準期間 1986～2005 年における

観測された過去の昇温を改訂した評価を含んでおり、AR6 では AR5 よりも 0.08［-0.01～+0.12］℃高い（脚注 10 参照）。最近の

基準期間 1995～2014 年に対する変化は、本表の値に対して 1850～1900 年から 1995～2014 年の間に観測された昇温の最良推

定値である 0.85℃を差し引くことで概算できるかもしれない。 

{Cross-Chapter Box 2.3, 4.3, 4.4, Cross-Section Box TS.1} 

 短期、2021～2040 年 中期、2041～2060 年 長期、2081～2100 年 

シナリオ 
最良推定値

（℃） 

可能性が非常に

高い範囲（℃） 

最良推定値

（℃） 

可能性が非常に

高い範囲（℃） 

最良推定値

（℃） 

可能性が非常に

高い範囲（℃） 

SSP1-1.9 1.5 1.2 – 1.7 1.6 1.2 – 2.0 1.4 1.0 – 1.8 

SSP1-2.6 1.5 1.2 – 1.8 1.7 1.3 – 2.2 1.8 1.3 – 2.4 

SSP2-4.5 1.5 1.2 – 1.8 2.0 1.6 – 2.5 2.7 2.1 – 3.5 

SSP3-7.0 1.5 1.2 – 1.8 2.1 1.7 – 2.6 3.6 2.8 – 4.6 

SSP5-8.5 1.6 1.3 – 1.9 2.4 1.9 – 3.0 4.4 3.3 – 5.7 

 
24 特に明記しない限り、世界平均気温の変化は 20 年移動平均により報告される。 



B.1.2 複数の証拠に基づく評価によると、本報告書で考慮する GHG 排出が多い及び非常に多いシナリオ（それぞ

れ SSP3-7.0、SSP5-8.5）では、1850～1900 年を基準とした地球温暖化は 21 世紀中に 2℃を超えるだろう。

GHG 排出が中程度のシナリオ（SSP2-4.5）では、地球温暖化が 2℃を超える可能性が極めて高いだろう。

GHG 排出が非常に少ない及び少ないシナリオでは、地球温暖化が 2℃を超える可能性が極めて低い（SSP1-

1.9）又は可能性が低い（SSP1-2.6）25。中期的（2041～2060 年）に 2℃の地球温暖化の水準を超過する

（crossing）のは、GHG 排出が非常に多いシナリオ（SSP5-8.5）では可能性が非常に高く、GHG 排出が多

いシナリオ（SSP3-7.0）では可能性が高く、GHG 排出が中程度のシナリオ（SSP2-4.5）ではどちらかと言

えば可能性が高い26。 

{4.3, Cross-Section Box TS.1}（表 SPM.1, 図 SPM.4, Box SPM.1） 

B.1.3 本報告書で考慮する GHG 排出が中程度、多い及び非常に多いシナリオ（それぞれ SSP2-4.5、SSP3-7.0 及

び SSP5-8.5）では、1850～1900 年を基準とした地球温暖化は 21 世紀中に 1.5℃を超えるだろう。5 つの例

示的なシナリオ下では、短期的（2021～2040 年）に 1.5℃の地球温暖化の水準を超えることは、GHG 排出

が非常に多いシナリオ（SSP5-8.5）では可能性が非常に高く、GHG 排出が中程度及び多いシナリオ（SSP2-

4.5、SSP3-7.0）では可能性が高く、GHG 排出が少ないシナリオ（SSP1-2.6）ではどちらかと言えば可能性

が高く、また、GHG 排出が非常に少ないシナリオ（SSP1-1.9）では、この水準（1.5℃）に到達することは

どちらかと言えば可能性が高い27。更に、GHG 排出が非常に少ないシナリオ（SSP1-1.9）においては、世

界平均気温が、1.5℃の地球温暖化を 0.1℃より超えない一時的なオーバーシュートを伴いながら、21 世紀

末にかけて 1.5℃未満に戻るように低下するだろうことは、どちらかと言えば可能性が高い。 

{4.3, Cross-Section Box TS.1}（表 SPM.1, 図 SPM.4） 

B.1.4 世界平均気温は、どの単年においても、相当程度の自然変動28により、人為起源の長期変化傾向を上回る又

は下回るように変動しうる。1850～1900 年を基準とする個別の年の世界平均気温が、例えば 1.5℃や 2℃

といった一定の水準を超えて変化することがあっても、これらの地球温暖化の水準に到達したことは意味

しない29。 

{Cross-Chapter Box 2.3, 4.3, 4.4, Box 4.1, Cross-Section Box TS.1}（表 SPM.1, 図 SPM.1, 図 SPM.8） 

  

 
25 SSP1-1.9 と SSP1-2.6 はそれぞれ、2015 年を起点とする、GHG 排出が非常に少ない及び少ないシナリオであり、CO2排出は、2050 年頃又はそ

れ以降に正味ゼロとなった後、異なる水準で正味負の CO2排出となる。 

26 ここで超過（crossing）は、世界平均気温（20 年平均）の評価された変化が特定の地球温暖化の水準を超えることとして定義する。 

27 所与の地球温暖化の水準を初めて超える時期に関する AR6 の評価は、例示的なシナリオの考慮、放射強制力に対する将来の世界平均気温の評

価に加えられた複数の証拠、及び過去の昇温推定の向上の恩恵を受けている。そのため、AR6 の評価は、近年の上昇率の単純な線形外挿をもと

に、2030～2052 年の間に地球温暖化が 1.5℃に到達する可能性が高いと報告した SR1.5 の SPM と直接的に比較することはできない。線形外挿の

代わりに SSP1-1.9 と似たシナリオを考察する場合には、SR1.5 における 1.5℃の地球温暖化を初めに超える時期の推定値は本報告書での最良推

定値と近い値となる。 

28 自然変動とは、人間の影響なしに発生する気候的な変動、すなわち内部変動と外的な自然要因に対する応答（例えば火山噴火や太陽活動の変

化、より長い時間スケールでは惑星の軌道効果やプレートテクトニクスなど）を組み合わせたものを指す（用語集）。 

29 各年の内部変動は約± 0.25℃（信頼区間 5～95%）と推定される（確信度が高い）。 



B.2 気候システムの多くの変化は、地球温暖化の進行に直接関係して拡大する。この気候システムの変化には、

極端な高温、海洋熱波、大雨、及びいくつかの地域における農業及び生態学的干ばつの頻度と強度の増加、

強い熱帯低気圧の割合の増加、並びに北極域の海氷、積雪及び永久凍土の縮小を含む。 

{4.3, 4.5, 4.6, 7.4, 8.2, 8.4, Box 8.2, 9.3, 9.5, Box 9.2, 11.1, 11.2, 11.3, 11.4, 11.6, 11.7, 11.9, Cross-

Chapter Box 11.1, 12.4, 12.5, Cross-Chapter Box 12.1, Atlas.4, Atlas.5, Atlas.6, Atlas.7, Atlas.8, Atlas.9, 

Atlas.10, Atlas.11}（図 SPM.5, 図 SPM.6, 図 SPM.8） 

B.2.1 陸面で海面よりも大きい温暖化（可能性が高い範囲は 1.4～1.7 倍）が続くことは、ほぼ確実である。北極

域で世界平均よりも大きい温暖化が続くことはほぼ確実であり、その速度が地球全体の温暖化の 2 倍より

も大きいことは確信度が高い。 

{2.3, 4.3, 4.5, 4.6, 7.4, 11.1, 11.3, 11.9, 12.4, 12.5, Cross-Chapter Box 12.1, Atlas.4, Atlas.5, Atlas.6, Atlas.7, 

Atlas.8, Atlas.9, Atlas.10, Atlas.11, Cross-Section Box TS.1, TS.2.6}（図 SPM.5） 

B.2.2 地球温暖化が更に進行するにつれ、極端現象の変化は拡大し続ける。例えば、地球温暖化が 0.5℃進行する

ごとに、熱波を含む極端な高温（可能性が非常に高い）、大雨（確信度が高い）、一部地域における農業及

び生態学的干ばつ30（確信度が高い）の強度と頻度に、明瞭に識別できる増加を引き起こす。地球温暖化が

0.5℃進行するごとに、いくつかの地域で気象干ばつの強度と頻度に識別可能な変化が見られ、減少よりも

増加を示す地域が増えていく（確信度が中程度）。水文干ばつの頻度と強度の増加は、一部地域では地球温

暖化の進行に伴い大きくなる（確信度が中程度）。一部の極端現象の発生は、地球温暖化の進行に伴い、例

え 1.5℃の地球温暖化であっても、観測史上例のない水準で増加する。予測される頻度の変化率は、まれな

現象ほど大きくなる（確信度が高い）。 

{8.2, 11.2, 11.3, 11.4, 11.6, 11.9, Cross-Chapter Box 11.1, Cross-Chapter Box 12.1, TS.2.6}（図 SPM.5, 図 SPM.6） 

B.2.3 最も暑い日々の気温の上昇は、いくつかの中緯度半乾燥地域及び南米モンスーン地域において最も大きく

なると予測され、その速度は地球全体の温暖化の約 1.5～2 倍になる（確信度が高い）。最も寒い日々の気

温の上昇は、北極域において最も大きくなると予測され、その速度は地球全体の温暖化の約 3 倍になる（確

信度が高い）。地球温暖化が進行するにつれて海洋熱波の頻度は増加し続け（確信度が高い）、特に熱帯と

北極域で顕著である（確信度が中程度）。 

{Box 9.2, 11.1, 11.3, 11.9, Cross-Chapter Box 11.1, Cross-Chapter Box 12.1, 12.4, TS.2.4, TS.2.6}（図 SPM.6） 

B.2.4 地球温暖化の進行に伴い、大雨はほとんどの地域でより強く、より頻繁になる可能性が非常に高い。地球

規模では、日降水量で見た極端な降水は、地球温暖化が 1℃進行するごとに約 7％強まると予測されている

（確信度が高い）。非常に強い熱帯低気圧（カテゴリー４～５訳注 6）の割合と最も強い熱帯低気圧のピーク

時の風速は、地球規模では、地球温暖化の進行に伴い増加すると予測されている（確信度が高い）。 

{8.2, 11.4, 11.7, 11.9, Cross-Chapter Box 11.1, Box TS.6, TS.4.3.1}（図 SPM.5, 図 SPM.6） 

B.2.5 温暖化の進行は、永久凍土の融解並びに季節的な積雪、陸氷及び北極域の海氷の減少を更に拡大すると予

測される（確信度が高い）。北極域では、本報告書で考慮されている 5 つの例示的なシナリオにおいて、

2050 年までに少なくとも 1 回、9 月に実質的に海氷のない状態31となる可能性が高く、温暖化の水準が高

いほどより頻繁に起きる。南極の海氷に予測される減少については、確信度が低い。 

{4.3, 4.5, 7.4, 8.2, 8.4, Box 8.2, 9.3, 9.5, 12.4, Cross-Chapter Box 12.1, Atlas.5, Atlas.6, Atlas.8, Atlas.9, Atlas.11, 

TS.2.5}（図 SPM.8） 

 

 
30 農業及び生態学的干ばつの予測される変化は、主として鉛直積算土壌水分量に基づき評価されている。定義及び降水と蒸発散量との関係は脚注

16 参照。 

31 月平均海氷面積が 100 万 km2未満で、1979～1988 年に観測された 9 月の平均海氷面積の約 15％。 



 

地球温暖化1℃あたりの観測された変化

地球温暖化が更に進行するにつれ、地域の平均気温、降水量、土壌水分の

変化は大きくなる

(a) 1℃の地球温暖化における

年平均気温の変化（℃）

温暖化は1℃で全大陸に影響し、観測と

モデルの両方で、一般に海洋よりも陸域

で大きい。ほとんどの地域で、観測及び

シミュレーションされた分布は整合する。

(b) 1850～1850～1900年を基準とする

年平均気温の変化（℃）

いずれの水準の温暖化でも、陸域は海洋よりも温暖化し、北極及び南極は

熱帯よりも温暖化する。

1.5℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化 2℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化 4℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化

1℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化

変化（℃）
温暖



 
図 SPM.5 | 年平均気温、降水量及び土壌水分量の変化 

パネル（a）観測とシミュレーションから得られた年平均気温の変化の比較。左図は、1850～2020 年に観測された年平均気温の変化で、地球温

暖化 1℃あたりの量で示している（℃）。各地で（つまり格子点で）観測された年平均気温の変化は、1850～2020 年の世界平均気温に対して線

形に回帰されている。気温の観測値は、最大の観測範囲と水平解像度を有するデータセットである Berkeley Earth から求めた。線形回帰は、対

応する格子点のデータが利用可能な全ての年に適用している。回帰手法は、観測の時系列全体を考慮して、格子点レベルの内部変動の度合いを

低減するために用いられた。白い領域は、時間範囲が百年以下であるため、信頼できる線形回帰を計算できないところである。右図は、モデル

シミュレーションに基づき、（1850～1900 年を基準とした 20 年平均の世界平均気温で）1℃の地球温暖化の水準におけるマルチモデルシミュレ

ーションによる年平均気温の変化を示す。カラーバーの両端にある三角形は境界値の外側、つまり、所与の範囲を上回るか下回ることを表す。 

（1850～1900 年を基準とした 20 年平均の世界平均気温で）1.5℃、2℃及び 4℃の地球温暖化の水準における、パネル（b）シミュレーションさ

れた年平均気温の変化（℃）、パネル（c）降水量の変化（％）及びパネル（d）鉛直積算土壌水分量の変化（年々変動に対する標準偏差）。シミ

ュレーションから得られた変化は、それぞれの地球温暖化の水準に対応する第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP6）マルチモデル平

均変化（土壌水分量の場合は中央値の変化）に相当する。同様の手法はパネル（a）の右図にも用いられている。 

パネル（c）において、乾燥地域では絶対値の変化が小さいにもかかわらず、大きな正の増加率になることがあるかもしれない。パネル（d）で

は、単位は 1850～1900 年の土壌水分の年々変動に対する標準偏差である。標準偏差は干ばつの強度を表す単位として広く用いられる。予測さ

れる平均土壌水分の 1 標準偏差分の減少は、1850～1900 年の間に約 6 年に 1 回発生した典型的な干ばつ時の土壌水分の状況に相当する。パネ

ル（d）では、基準となる状況で年々変動がほとんどない乾燥地域における大きな変化が、小さな絶対値の変化に対応しうる。カラーバーの両端

にある三角形は境界値の外側、つまり、所与の範囲を上回るか下回ることを表す。5 つの例示的なシナリオ（SSP1-1.9、SSP1-2.6、SSP2-4.5、SSP3-

7.0 及び SSP5-8.5）において対応する温暖化の水準に達した全てのモデルの結果を平均している。3℃の地球温暖化の水準に対する年平均気温と

降水量の変化の図は、報告書本体第 4.6 節の図 4.31 と図 4.32 にも使用されている。 

パネル（b）、（c）及び（d）について格子単位でのモデルの一致度を表す網掛けを含む図は、それぞれ図 4.31、図 4.32 及び図 11.19 である。Cross-

Chapter Box Atlas.1 で強調されているように、格子レベルの網掛けは、より大きい空間スケール（例えば AR6 参照地域）においては有用な情報

ではない。そのようなスケールでは、集約されたシグナルは小規模な変動による影響が小さくなり、より確固としたものになる。 

{図 1.14, 4.6.1, Cross-Chapter Box 11.1, Cross-Chapter Box Atlas.1, TS.1.3.2, 図 TS.3, 図 TS.5} 

(d)

降水量は、高緯度帯、赤道太平洋及び一部モンスーン地域で増加するが、

亜熱帯の一部及び熱帯の限られた地域で減少すると予測される。

いずれの水準の温暖化でも、土壌水分量の変化は主に降水量の変化に従うが、

蒸発散の影響により多少の違いも見られる。

1.5℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化 2℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化 4℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化

1850～1900年を基準とする

年平均降水量の変化（%）

(c) 

基準となる状況で乾燥している地域

では、比較的小さな絶対値の変化で

も、割合として見れば大きな変化と

して現れるかもしれない。 乾燥 湿潤
変化（%）

年平均鉛直積算土壌水分量の

変化（標準偏差）

1.5℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化 2℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化 4℃の地球温暖化におけるシミュレーションされた変化

基準となる状況で年々変動の小さい

乾燥地域では、比較的小さな絶対値

の変化でも、標準偏差で見れば大き

な変化として現れるかもしれない。
乾燥 湿潤

変化（年々変動に

対する標準偏差）



 
図 SPM.6 | 陸域における極端な高温、陸域における極端な降水及び乾燥化地域における農業及び生態学的干ばつの強度と頻度に予測される変化 

予測される変化は、1℃、1.5℃、2℃及び 4℃の地球温暖化の水準について示されており、人間の影響がない気候を表す 1850～1900 年を基準と

するものである。図は、基準期間（1850～1900 年）で 10 年に 1 回及び 50 年に 1 回発生するような極端現象の頻度と強度の増加を、地球温暖

化の水準ごとに描いている。 

極端な高温は、基準期間である 1850～1900 年で平均して 10 年に 1 回（10 年イベント）又は 50 年に 1 回（50 年イベント）を超えるような陸

域における日最高気温と定義する。極端な降水は、基準期間である 1850～1900 年で平均して 10 年に 1 回を超えるような陸域における日降水量

と定義する。農業及び生態学的干ばつは、基準期間である 1850～1900 年の 10 パーセンタイルを下回る年平均鉛直積算土壌水分量と定義する。

これらの極端現象は、モデルの格子点スケールで定義する。極端な高温と極端な降水については、結果は世界全体の陸域について示す。農業及

び生態学的干ばつについては、乾燥化地域についてのみ示す。これは、AR6 参照地域のうち、第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP6）

において 1850～1900 年の基準期間と比較した 2℃の地球温暖化の場合に予測される農業及び生態学的干ばつの増加の確信度が中程度以上であ

る地域に対応している。これらの地域には、北米西部、北米中部、中米北部、中米南部、カリブ地域、南米北部、南米北東部、南米モンスーン
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地域、南米南西部、南米南部、欧州西部及び中部、地中海地域、南部アフリカ西部、南部アフリカ東部、マダガスカル、豪州東部、豪州南部が

含まれる（カリブ地域は、セル全体が陸域となる格子セルの数が少なすぎるため、数値計算に含まれていない）。非乾燥化地域では、全体的な干

ばつの強度の増減を示さない。第 5 期結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP5）のマルチモデルアンサンブルにおける農業及び生態学的干ば

つの変化の予測は、CMIP6 のそれとは、アフリカとアジアの一部を含む一部の地域で異なっている。気象干ばつと水文干ばつの予測される変化

についての評価は第 11 章に示されている。 

「頻度」の部分では、各年が一つの点で示されている。濃い色の点は極端現象のしきい値を超えた年を示し、薄い色の点はしきい値を超えなか

った年を示している。数値は、異なる共有社会経済経路（SSP）シナリオ下における CMIP6 のシミュレーションによるマルチモデルアンサンブ

ルの中央値（太字）と可能性が高い範囲（５～95％の範囲）を示している。整合性を保つため、濃い色の点の数は、端数を丸めた中央値に基づ

いている。「強度」の部分では、同じく CMIP6 のシミュレーションによるマルチモデルアンサンブルの中央値と可能性が高い範囲（５～95％の

範囲）は、それぞれ濃い色と薄い色の棒グラフで示されている。極端な高温と極端な降水の強度の変化は、℃とパーセントで表されている。農

業及び生態学的干ばつについては、強度の変化は年平均した土壌水分量の標準偏差に対する比で表されている。 

{11.1, 11.3, 11.4, 11.6, 11.9, 図 11.12, 図 11.15, 図 11.6, 図 11.7, 図 11.18} 

 

B.3 地球温暖化が続くと、地球規模の水循環が、その変動性、地球規模のモンスーンに伴う降水量、湿潤と乾

燥に関する現象の厳しさも含め、更に強まると予測される。 

{4.3, 4.4, 4.5, 4.6, 8.2, 8.3, 8.4, 8.5, Box 8.2, 11.4, 11.6, 11.9, 12.4, Atlas.3}（図 SPM.5, 図 SPM.6） 

B.3.1 AR5 以降、地球規模の水循環が地球規模の気温上昇とともに強まり続けるという証拠が強まっており（確

信度が高い）、降水量と地表水の流れは、季節内（確信度が高い）及び年々（確信度が中程度）においてほ

とんどの陸域の地域でより変動が大きくなると予測される。世界全体の陸域における 2081～2100 年まで

の年平均降水量は、1995～2014 年と比較して、GHG 排出が非常に少ないシナリオ（SSP1-1.9）では 0～

5%、GHG 排出が中程度のシナリオ（SSP2-4.5）では 1.5～8％、GHG 排出が非常に多いシナリオ（SSP5-

8.5）では 1～13%増加すると予測される（可能性が高い範囲）。降水量は、高緯度帯と太平洋赤道域、モン

スーン地域の一部では増加するが、SSP2-4.5、SSP3-7.0、SSP5-8.5 において亜熱帯の一部と熱帯の限定的

な地域では減少すると予測される（可能性が非常に高い）。季節平均降水量において検出可能な増加又は減

少を経験する世界全体の陸域部分は増加すると予測される（確信度が中程度）。春季の融雪の開始が早まる

ことは確信度が高く、多雪地域では世界的に夏季の流量を費やす形でピークの流量が大きくなる。 

{4.3, 4.5, 4.6, 8.2, 8.4, Atlas.3, TS.2.6, TS.4.3, Box TS.6}（図 SPM.5） 

B.3.2 より温暖化した気候は、非常に湿潤な、及び非常に乾燥した気象や気候の現象及び季節の度合いを強め、

洪水又は干ばつに影響するが（確信度が高い）、これらの現象の場所と頻度は、モンスーンや中緯度のスト

ームトラックを含む地域的な大気循環の予測される変化に依存する。SSP2-4.5、SSP3-7.0、SSP5-8.5 のシ

ナリオにおいて、エルニーニョ・南方振動に関連する降雨の変動が 21 世紀後半までに増幅する可能性が非

常に高いと予測される。 

{4.3, 4.5, 4.6, 8.2, 8.4, 8.5, 11.4, 11.6, 11.9, 12.4, TS.2.6, TS.4.2, Box TS.6}（図 SPM.5, 図 SPM.6） 

B.3.3 モンスーンに伴う降水量は、中長期的に、世界規模で、特に南アジア、東南アジア、東アジア及びサヘル

極西部から離れた西アフリカにおいて増加すると予測される（確信度が高い）。モンスーン期は、北米、南

米及び西アフリカでは始期が遅れ（確信度が高い）、西アフリカでは終期も遅れる（確信度が中程度）と予

測される。 

{4.4, 4.5, 8.2, 8.3, 8.4, Box 8.2, Box TS.13} 

B.3.4 予測される南半球夏季の中緯度のストームトラック及びそれに伴う降水の南方への移動と強度の増加は、

GHG 排出が多いシナリオ（SSP3-7.0、SSP5-8.5）の下では長期的には起こる可能性が高いが、短期的には、

これら変化が成層圏オゾンの回復の影響により相殺される（確信度が高い）。北太平洋における低気圧及び

その降水の継続的な極方向への移動は確信度が中程度である一方、北大西洋におけるストームトラックの

予測される変化は確信度が低い。 

{4.4, 4.5, 8.4, TS.2.3, TS.4.2} 



B.4 CO2 排出が増加するシナリオにおいては、海洋と陸域の炭素吸収源が大気中の CO2 蓄積を減速させる効果

は小さくなると予測される。 

{4.3, 5.2, 5.4, 5.5, 5.6}（図 SPM.7） 

B.4.1 自然界の陸域と海洋の炭素吸収源は、CO2 排出が少ないシナリオに比べて CO2 排出が多いシナリオほど、

絶対量としてはより大量の CO2を徐々に吸収すると予測されるが、その効率は低下する。すなわち、陸域

と海洋に吸収される排出量の割合は、累積 CO2排出量の増加に伴い減少し、結果として、排出された CO2

が大気中に残留する割合が高くなると予測される（確信度が高い）。 

{5.2, 5.4, Box TS.5}（図 SPM.7） 

B.4.2 モデル予測に基づくと、今世紀中に大気中の CO2濃度が安定化する GHG 排出が中程度のシナリオ（SSP2-

4.5）では、陸域と海洋による CO2吸収率は 21 世紀後半には減少すると予測される（確信度が高い）。GHG

排出が非常に少ないシナリオと少ないシナリオ（SSP1-1.9、SSP1-2.6）では、大気中の CO2濃度は 21 世紀

中にピークを迎えた後に減少し、陸域と海洋が吸収する炭素量は大気中の CO2濃度の減少に応じて減り始

める（確信度が高い）。そして SSP1-1.9 では、陸域と海洋は 2100 年までに弱い正味の放出源に変わる（確

信度が中程度）。正味負の排出が無いシナリオ（SSP2-4.5、SSP3-7.0、SSP5-8.5）32では、世界全体の陸域と

海洋を合わせた吸収源が 2100 年までに放出源に変わる可能性が非常に低い。 

{4.3, 5.4, 5.5, 5.6, Box TS.5, TS.3.3} 

B.4.3 気候変動と炭素循環の間のフィードバックの大きさは、CO2 排出が多いシナリオにおいて、より大きくな

るが、より不確かにもなる（確信度が非常に高い）。しかし、気候モデルの予測によると、2100 年までの

大気中の CO2濃度の不確実性は、排出シナリオの違いに支配される（確信度が高い）。温暖化に対する更な

る生態系の応答のうち気候モデルにいまだ十分に含まれていない、湿地、永久凍土の融解及び森林火災か

らの CO2 と CH4 のフラックスなどが、これらの気体の大気中濃度を一層増加させるだろう（確信度が高

い）。 

{5.4, Box TS.5, TS.3.2} 

 

  

 
32 これらの大気中 CO2の安定化又は減少に対する炭素吸収源の予測された調節は、残余カーボンバジェットの計算において考慮されている。 



 
図 SPM.7 | 5 つの例示的なシナリオにおける、2100 年までに陸域と海洋に吸収される累積人為起源 CO2 排出量 

5 つの例示的なシナリオ（SSP1-1.9、SSP1-2.6、SSP2-4.5、SSP3-7.0 及び SSP5-8.5）の下で陸域と海洋で吸収される累積人為起源（人為的な）二

酸化炭素（CO2）排出量は、各シナリオの大気中 CO2濃度を第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP6）気候モデルに与えて、1850 年か

ら 2100 年まで計算されている。陸域と海洋の炭素吸収源は、過去、現在、将来の排出量に応答するため、ここでは 1850 年から 2100 年までの

累積吸収量を示している。過去の期間（1850～2019 年）に観測された陸域と海洋の吸収量は 1430 GtCO2（排出量の 59%）である。 

棒グラフは、1850～2100 年の累積人為起源 CO2 排出量（GtCO2）について、2100 年における大気中の残存量（灰色部分）と陸域及び海洋の吸

収量（着色）の予測結果を示す。ドーナツグラフは、2100 年における累積人為起源 CO2排出量に占める陸域と海洋の吸収量と大気中の残存量の

割合。％で示した値は、陸域と海洋の吸収量を合わせた割合である。全般的な人為起源炭素排出量については、CMIP6 シナリオデータベースか

らの正味の地球全体の土地利用による排出量を、大気中の CO2濃度を与えた気候モデルから計算された他の部門の排出量に加えることで計算し

た33。1850 年以降の陸域と海洋の CO2吸収量は、陸域の正味の生態系生産（土地利用変化による CO2消失については、その土地利用変化に伴う

排出量を加算することで補正）と、海洋の正味の CO2フラックスから計算した。 

{5.2.1; 表 5.1; 5.4.5; 図 5.25; Box TS.5; Box TS.5, 図 1} 

 

B.5 過去及び将来の温室効果ガスの排出に起因する多くの変化、特に海洋、氷床及び世界海面水位における変

化は、数百年から数千年にわたって不可逆的である。 

{2.3, Cross-Chapter Box 2.4, 4.3, 4.5, 4.7, 5.3, 9.2, 9.4, 9.5, 9.6, Box 9.4}（図 SPM.8） 

B.5.1 1750 年以降の過去の GHG 排出により、世界の海洋の将来の温暖化は避けられない（確信度が高い）。21 世

紀の残りの期間で、海洋の温暖化は、1971～2018 年の変化量の 2～4 倍（SSP1-2.6）から 4～8 倍（SSP5-

8.5）に及ぶ可能性が高い。複数の証拠に基づけば、海洋上層の成層化（ほぼ確実）、海洋酸性化（ほぼ確

実）、海洋貧酸素化（確信度が高い）は、将来の排出に応じた速度で、21 世紀の間、進行し続けるだろう。

海水温の上昇（確信度が非常に高い）、海洋深層の酸性化（確信度が非常に高い）及び貧酸素化（確信度が

中程度）は、数百年から数千年の時間スケールで不可逆的である。 

{4.3, 4.5, 4.7, 5.3, 9.2, TS.2.4}（図 SPM.8） 

  

 
33 その他の部門の排出量は、CMIP6 のシミュレーションにおける陸域と海洋の正味の CO2吸収量と与えられた大気中の CO2濃度変化の残差とし

て算出される。これらの算出された排出量は正味の排出量であり、暗に含まれている除去量と人為的な総排出量を切り分けてはいない。 

5つの例示的なシナリオにおいて、1850～2100年に陸域と海洋が吸収（着色）及び

大気中に残留（灰色）した累積CO2排出量の総量

累積CO2排出量の

多いシナリオほど、

陸域と海洋の炭素吸収源が吸収

するCO2排出量は大きくなるが、

排出されたCO2のより多くが大

気中に残留し、

CO2排出が多いシナリオほど、

CO2排出量のうち陸域と海洋の

炭素吸収源が吸収する割合が

小さくなることを意味する。

大気

累積CO2排出が多いシナリオほど、陸域と海洋の炭素吸収源に吸収される

CO2排出量の割合が小さくなる

海洋

陸域

大気

大気

陸域

海洋

陸域

海洋

大気

大気

陸域

海洋

陸域

海洋



B.5.2 山岳や極域の氷河は、数十年又は数百年にわたって融解し続けることが避けられない（確信度が非常に高

い）。永久凍土の融解に伴う永久凍土に含まれる炭素の放出は、数百年の時間スケールで不可逆的である

（確信度が高い）。グリーンランド氷床は 21 世紀を通して減少し続けることがほぼ確実であり、南極氷床

は 21 世紀を通して減少し続ける可能性が高い。グリーンランド氷床からの氷の減少量の合計が累積排出

量とともに増加することは確信度が高い。GHG 排出が多いシナリオの下で数百年にわたって南極氷床から

の氷の減少を大幅に増加させるであろう、可能性が低くとも影響が大きい結果（不確実性が大きく場合に

よっては転換点（ティッピングポイント）を伴うという特徴を持つ、氷床不安定化の過程に起因する）に

ついては証拠が限定的である34。 

{4.3, 4.7, 5.4, 9.4, 9.5, Box 9.4, Box TS.1, TS.2.5} 

B.5.3 世界平均海面水位が 21 世紀の間、上昇し続けることは、ほぼ確実である。1995～2014 年の平均と比べて、

世界平均海面水位の可能性の高い上昇量は、2100 年までに、GHG 排出が非常に少ないシナリオ（SSP1-1.9）

の下で 0.28～0.55 m、GHG 排出が少ないシナリオ（SSP1-2.6）の下で 0.32～0.62 m、GHG 排出が中程度の

シナリオ（SSP2-4.5）の下で 0.44～0.76 ｍ、GHG 排出が非常に多いシナリオ（SSP5-8.5）の下で 0.63～1.01 

m であり、2150 年までには、非常に少ないシナリオ（SSP1-1.9）の下で 0.37～0.86 m、少ないシナリオ

（SSP1-2.6）の下で 0.46～0.99 ｍ、中程度のシナリオ（SSP2-4.5）の下で 0.66～1.33 ｍ、非常に多いシナ

リオ（SSP5-8.5）の下で 0.98～1.88 m である（確信度が中程度）35。これらの可能性が高い範囲を超えて

世界平均海面水位が上昇し、GHG 排出が非常に多いシナリオ（SSP5-8.5）の下では 2100 年までに 2 m、

2150 年までに 5 m に迫る（確信度が低い）ことも、氷床プロセスの不確実性の大きさのため排除できな

い。 

{4.3, 9.6, Box 9.4, Box TS.4}（図 SPM.8） 

B.5.4 長期的には、海洋深層の温暖化と氷床の融解が続くため、海面水位は数百年から数千年にわたり上昇する

ことは避けられず、数千年にわたって上昇したままとなる（確信度が高い）。今後 2 千年にわたり、世界の

平均海面水位は、温暖化が 1.5℃に抑えられた場合は約 2～3 m、2℃に抑えられた場合は 2～6 m、5℃の温

暖化では 19～22 m 上昇し、その後も数千年にわたって上昇し続ける（確信度が低い）。この数千年にわた

る世界平均海面水位上昇の予測は、過去の温暖な気候の期間から復元される水位と一致している。世界の

気温が 1850～1900 年と比べて 0.5～1.5℃高かった可能性が非常に高い 12 万 5 千年前頃には、海面水位が

現在よりも 5～10 m 高かった可能性が高く、世界の気温が 2.5～4℃高かった約 300 万年前には、海面水位

が 5～25 m 高かった可能性が非常に高い（確信度が中程度）。 

{2.3, Cross-Chapter Box 2.4, 9.6, Box TS.2, Box TS.4, Box TS.9} 

 

 
34 可能性が低くとも影響が大きい結果とは、発生する確率が低い又は（不確実性が大きいという意味で）不明であるものの、それによる社会や生

態系への潜在的な影響が大きくなりうるであろうもののことである。転換点（ティッピングポイント）とは、臨界的なしきい値のことで、それ

を超えると多くの場合、突然及び/又は不可逆的にシステムが変遷する（用語集）。｛1.4, Cross-Chapter Box 1.3, 4.7} 

35 AR5 や SROCC で用いている基準期間である 1986～2005 年と比較するには、世界平均海面水位の上昇量の推定に 0.03 m を加える。図 SPM.8 で

用いている基準期間である 1900 年と比較するには、0.16 m を加える。 



 
図 SPM.8 | 本報告書で使用した 5 つの例示的なシナリオの下での地球規模の気候変動に関する主な指標 

5 つのシナリオそれぞれの予測を色で示す。陰影は不確実性の範囲を示し、各パネルの詳細は下記に記載する。黒い曲線は、過去シミュレーシ

ョン（パネル（a）、（b）及び（c））又は観測値（パネル（d））を示す。予測される将来の変化の文脈を示すため、全てのグラフに過去の値を含

める。 

パネル（a）1850～1900 年を基準とした世界平均気温の変化（℃）。これらの変化は、第 6 期結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP6）モデル

によるシミュレーションに、シミュレーションによる過去の温暖化に基づく観測上の制約を課し、気候感度の最新の評価も合わせて得られた

（Box SPM.1 参照）。20 年平均に基づく 1850～1900 年を基準とする変化は、1995～2014 年を基準とするシミュレーションによる偏差に、0.85℃

（1850～1900 年から 1995～2014 年の間に観測された世界平均気温の上昇量）を加えることにより算出される。SSP1-2.6 及び SSP3-7.0 につい

ては、可能性が非常に高い範囲を示す。 

人間活動は気候システムの主要な構成要素全てに影響し、うちいくつかの応答は、

数十年から数百年かけて起こる

(a) 1850～1900年を基準とした世界平均気温の変化

(b) 9月の北極海の海氷面積

(c) 世界全体の海面付近のpH（酸性度の尺度）

(d) 1900年を基準とした世界平均海面水位の変化

実質的に氷がない

海洋酸性化

(e) 1900年を基準とした
2300年の世界平均
海面水位の変化

高排出の場合には15 mを

超える海面水位上昇の可

能性も排除できない

SSP5-8.5の下での、氷床不安定化プロセスを含む、

可能性が低くとも影響が大きいストーリーライン



パネル（b）CMIP6 モデルによるシミュレーションに基づく 9 月の北極海の海氷面積（106 km2）。SSP1-2.6 及び SSP3-7.0 については、可能性が

非常に高い範囲を示す。GHG 排出が中程度及び多いシナリオの下では、[9 月の]北極域は、今世紀半ば近くには実質的に氷のない状態になると

予測される。 

パネル（c）CMIP6 モデルによるシミュレーションに基づく世界全体の海面付近の pH（酸性度の尺度）。SSP1-2.6 及び SSP3-7.0 については、可

能性が非常に高い範囲を示す。 

パネル（d）1900 年を基準とした世界平均海面水位の変化（m）。過去の変化は観測値（1992 年以前は潮位計、その後は衛星海面高度計による）、

将来の変化は、CMIP、氷床及び氷河のモデルのエミュレーションに基づき、観測上の制約と整合的に評価されたもの。SSP1-2.6 及び SSP3-7.0 に

ついては、可能性が高い範囲を示す。海面水位変化については、不確実性の高いプロセスの分布を推定することが難しいため、可能性が高い範

囲のみを評価している。破線の曲線は、これらの不確実性の高いプロセスの潜在的な影響を示す。これは、可能性が低くとも影響が大きいため

排除できない氷床のプロセスを含む SSP5-8.5 の予測の 83 パーセンタイルを示すが、これらのプロセスに関する予測の確信度が低いため、この

曲線は可能性が高い範囲には取り入れられていない。1900 年を基準とした変化は、1995～2014 年を基準としたシミュレーション及び観測に基

づく変化に 0.158 m（1900 年から 1995～2014 年の間に観測された世界平均海面水位の上昇量）を加えることにより算出される。 

パネル（e）1900 年を基準とした 2300 年の世界平均海面水位の変化（m）。他のシナリオでは 2100 年以降のシミュレーション数が少なすぎて

妥当性のある結果が得られないため、2300 年時点の予測は SSP1-2.6 と SSP5-8.5 のみ。陰影は 17～83 パーセンタイルの範囲を示す。破線の矢

印は、可能性が低くとも影響が大きいため排除できない氷床のプロセスを含む SSP5-8.5 の予測の 83 パーセンタイルを示す。 

パネル（b）及び（c）は、各モデルによる単独のシミュレーションに基づいているため、内部変動の要素を含む。パネル（a）、（d）及び（e）は、

長期的な平均値に基づいているため、内部変動の寄与は小さい。 

{4.3; 図 4.2, 図 4.8, 図 4.11; 9.6, 図 9.27; 図 TS.8, 図 TS.11; Box TS.4, 図 1} 

 

 

 

C. リスク評価と地域適応のための気候情報 

物理学的な気候情報は、気候システムが人間の影響、自然起源の駆動要因及び内部変動の相互作用にどのように応

答するかを表す。気候応答やあり得る結果の範囲（可能性が低くとも影響が大きい結果を含む）に関する知識は、

気候サービス、つまり気候関連リスクの評価と適応計画に情報を提供する。地球規模、地域規模及び局所規模の物

理学的な気候情報は、観測成果や気候モデルの結果、目的に応じた診断など、複数の証拠から作成される。 

C.1 自然起源の駆動要因と内部変動は、百年単位の地球温暖化にはほとんど影響しないが、特に地域規模で短

期的には人為的な変化を変調する。起こりうる変化全てに対して計画を立てる際には、これらの変調も考

慮することが重要である。 

{1.4, 2.2, 3.3, Cross-Chapter Box 3.1, 4.4, 4.6, Cross-Chapter Box 4.1, Box 7.2, 8.3, 8.5, 9.2, 10.3, 10.4, 

10.6, 11.3, 12.5, Atlas.4, Atlas.5, Atlas.8, Atlas.9, Atlas.10, Atlas.11, Cross-Chapter Box Atlas.2} 

C.1.1 過去の世界平均気温の記録から、人間活動によって引き起こされた長期変化が十年規模変動により助長さ

れるとともに軽減されてきたことが明らかになっており、この変動は将来にわたって続く（確信度が非常

に高い）。例えば、十年規模の内部変動及び太陽活動と火山活動に関する駆動要因の変動により 1998～2012

年の地球表面の人為的な温暖化の一部が軽減され、顕著な地域的及び季節的特徴が現れた（確信度が高い）。

それでもなお、この期間中、世界全体の海洋の温暖化（確信度が非常に高い）と陸域における極端な高温

の継続的な増加（確信度が中程度）の両方に反映されたように、気候システムへの蓄熱が継続した。 

{1.4, 3.3, Cross-Chapter Box 3.1, 4.4, Box 7.2, 9.2, 11.3, Cross-Section Box TS.1}（図 SPM.1） 

C.1.2 平均的な気候や極端現象を含む気候影響駆動要因（CIDs）36において予測される人為的な変化は、内部変動

37によって増幅又は減衰される（確信度が高い）。現在気候に対する短期的な降温は、どの地点でも発生し

うるが、人間の影響による世界平均気温の上昇と矛盾しないだろう（確信度が高い）。 

{1.4, 4.4, 4.6, 10.4, 11.3, 12.5, Atlas.5, Atlas.10, Atlas.11, TS.4.2} 

 
36 気候影響駆動要因（CIDs）は、社会や生態系の要素に影響する物理学的な気候システムの状態（例えば、平均、現象、極端現象）である。CIDs

とその変化は、システムの許容範囲に応じて、有害にも有益にも中立にも、また相互に作用するシステムの構成要素と地域にわたり、それらが

混合した状態にもなりうる（用語集）。CID の種類には、暑熱と寒冷、湿潤と乾燥、風、雪氷、沿岸、外洋などがある。 

37 主な内部変動現象には、エルニーニョ・南方振動（ENSO）、太平洋十年規模振動、大西洋数十年規模振動などが地域に与える影響がある。 



C.1.3 内部変動は、陸域の多くの地域で、観測された人為的な十年～数十年平均の降水量の変化の増幅又は減衰

の主な原因となっている（確信度が高い）。地球全体及び地域規模では、短期的なモンスーンの変化は内部

変動の影響に支配される（確信度が中程度）。内部変動の影響に加えて、地球全体及び地域規模で短期的に

予測される降水量の変化は、モデルの不確実性と自然及び人為起源エーロゾル強制力の不確実性によって

も、不確実なものとなっている（確信度が中程度）。 

{1.4, 4.4, 8.3, 8.5, 10.3, 10.4, 10.5, 10.6, Atlas.4, Atlas.8, Atlas.9, Atlas.10, Atlas.11, Cross-Chapter Box Atlas.2, 

TS.4.2, Box TS.6, Box TS.13} 

C.1.4 古気候と過去の証拠に基づくと、21 世紀中に少なくとも 1 回の大規模な爆発的な火山噴火が発生するであ

ろう可能性が高い38。このような噴火は、特に陸域で世界平均気温と降水量を 1～3 年間低下させ、地球規

模のモンスーン循環を変化させ、極端な降水を変化させ、多くの CIDs を変化させるだろう（確信度が中程

度）。従って、そのような噴火が発生した場合、これは一時的かつ部分的に人為的な気候変動を軽減するだ

ろう。 

{2.2, 4.4, Cross-Chapter Box 4.1, 8.5, TS.2.1} 

C.2 より一層の地球温暖化に伴い、全ての地域において、気候影響駆動要因（CIDs）の同時多発的な変化が益々

経験されるようになると予測される。1.5℃の地球温暖化と比べて 2℃の場合には、いくつかの CIDs の変

化が更に広範囲に及ぶが、この変化は、温暖化の程度が大きくなると、益々広範囲に及び、かつ/又は顕著

になるだろう。 

{8.2, 9.3, 9.5, 9.6, Box 10.3, 11.3, 11.4, 11.5, 11.6, 11.7, 11.9, Box 11.3, Box 11.4, Cross-Chapter Box 

11.1, 12.2, 12.3, 12.4, 12.5, Cross-Chapter Box 12.1, Atlas.4, Atlas.5, Atlas.6, Atlas.7, Atlas.8, Atlas.9, 

Atlas.10, Atlas.11}（表 SPM.1, 図 SPM.9） 

C.2.1 全ての地域39において、更なる暑い CIDs の増加と寒い CIDs の減少を経験することが予測される（確信度

が高い）。永久凍土、雪、氷河及び氷床、並びに湖氷及び北極域の海氷の更なる減少が予測される（確信度

が中程度～高い）40。これらの変化は、2℃以上の地球温暖化の場合、1.5℃の場合に比べて大きいだろう（確

信度が高い）。例えば、より高い地球温暖化の水準では、農業や健康に関連する極端な高温のしきい値を、

より頻繁に超えることが予測される（確信度が高い）。 

{9.3, 9.5, 11.3, 11.9, Cross-Chapter Box 11.1, 12.3, 12.4, 12.5, Cross-Chapter Box 12.1, Atlas.4, Atlas.5, Atlas.6, 

Atlas.7, Atlas.8, Atlas.9, Atlas.10, Atlas.11, TS.4.3}（表 SPM.1, 図 SPM.9） 

C.2.2 1.5℃の地球温暖化では、アフリカとアジア（確信度が高い）、北米（確信度が中程度～高い）40及び欧州（確

信度が中程度）のほとんどの地域で、大雨及び関連する洪水の強度が増し、より頻繁になると予測される。

また、1850～1900 年と比較して、アジアを除く人間が居住する全ての大陸のいくつかの地域で、より頻繁

かつ/又は深刻な農業及び生態学的干ばつが予測され（確信度が中程度）、いくつかの地域では、気象干ば

つも予測される（確信度が中程度）。少数の地域では、平均降水量の増加や減少が起きると予測される（確

信度が中程度）。 

{11.4, 11.5, 11.6, 11.9、Atlas.4, Atlas.5, Atlas.7, Atlas.8, Atlas.9, Atlas.10, Atlas.11, TS.4.3}（表 SPM.1） 

  

 
38 過去 2500 年の復元によると、- 1 W m-2より大きい負の強制力をもたらす噴火は、平均して百年に 2 回発生する。 

39 ここで地域とは、本報告書で評価対象としている AR6 WG1 参照地域を指し、亜大陸及び海域に関する情報を要約している。特段の明示がない

限り、変化は過去 20～40 年間の平均と比較したものである。{1.4, 12.4, Atlas.1} 

40 具体的な確信度及び可能性は対象地域により異なる。詳細は技術要約及び報告書本体で述べる。 



C.2.3 2℃以上の地球温暖化では、1.5℃の場合と比べて干ばつと大雨及び平均降水量の変化の確信度と規模が増

す。太平洋諸島や北米及び欧州の多くの地域で大雨及び関連する洪水が激化し、より頻繁になると予測さ

れる（確信度が中程度～高い）40。これらの変化は、オーストラレーシア訳注 8及び中南米のいくつかの地域

においてもみられる（確信度が中程度）。アフリカ、南米及び欧州のいくつかの地域においては、農業及び

生態学的干ばつの頻度及び/又は強度の増加を経験することが予測され（確信度が中程度～高い 40）、。その

増加はオーストラレーシア、中北米及びカリブ地域でも予測される（確信度が中程度）。アフリカ、オース

トラレーシア、欧州及び北米の少数の地域では、水文干ばつの増加の影響を受け、いくつかの地域では気

象干ばつの増加又は減少（より多くの地域で増加を示す）の影響を受けることが予測される（確信度が中

程度）。両極、欧州北部及び北米北部の全ての地域、アジアのほとんどの地域並びに南米の 2 つの地域にお

いて、平均降水量の増加が予測される（確信度が高い）。 

{11.4, 11.6, 11.9, Cross-Chapter Box 11.1, 12.4, 12.5, Cross-Chapter Box 12.1, Atlas.5, Atlas.7, Atlas.8, Atlas.9, 

Atlas.11, TS.4.3}（表 SPM.1, 図 SPM.5, 図 SPM.6, 図 SPM.9） 

C.2.4 2℃以上の地球温暖化の場合、1.5℃の地球温暖化の場合と比べて、より多くの地域でより多くの CIDs の変

化が予測される（確信度が高い）。地域固有の変化としては、熱帯低気圧の強度及び/又は温帯低気圧の強

化（確信度が中程度）、河川の氾濫の増加（確信度が中程度～高い）40、平均降水量の減少と乾燥度の増加

（確信度が中程度～高い）40、火災の発生しやすい気象条件の増加（確信度が中程度～高い）40がある。多

くの地域で他の CIDs、例えば、雹、氷雨を伴う嵐、猛烈な嵐、砂じん嵐、大雪、地すべりなどの、潜在的

な将来変化は確信度が低い。 

{11.7, 11.9, Cross-Chapter Box, 11.1, 12.4, 12.5, Cross-Chapter Box 12.1, Atlas.4, Atlas.6, Atlas.7, Atlas.8, 

Atlas.10, TS.4.3.1, TS.4.3.2, TS.5｝（表 SPM.1, 図 SPM.9） 

C.2.5 地質学的に土地の隆起速度が大きい一部地域を除き、地域の平均相対的海面水位の上昇は 21 世紀を通し

て続く可能性が非常に高いないしほぼ確実である。世界の海岸線の約 3 分の 2 では、地域の相対的海面水

位の上昇量は、世界平均上昇量の± 20%以内と予測される（確信度が中程度）。相対的な海面水位の上昇に

より、最近まで百年に 1 度の頻度で発生していた極端な海面水位が、2100 年までには全潮位計設置場所の

半数以上で少なくとも毎年発生すると予測される。（確信度が高い）。相対的な海面水位の上昇は、低地に

おける沿岸洪水の頻度と深刻度の増大及びほとんどの砂地の海岸における海岸侵食に寄与する（確信度が

高い）。 

{9.6, 12.4, 12.5, Cross-Chapter Box 12.1, Box TS.4, TS.4.3}（図 SPM.9） 

C.2.6 都市は人為的な温暖化を局所的に強め、より頻度の高い極端な高温を伴って更なる都市化が進むと、熱波

の深刻度が更に増大する（確信度が非常に高い）。また、都市化により都市域及び/又はその風下側で平均

降水量及び大雨に伴う降水量が増加し（確信度が中程度）、その結果起こる流出強度が増加する（確信度が

高い）。沿岸域の都市では、（海面水位上昇と高潮による）極端な海面水位及び極端な降雨や河川流量がよ

り頻繁に起こることで、洪水が発生する確率が高まる（確信度が高い）。 

{8.2, Box 10.3, 11.3, 12.4, Box TS.14} 

C.2.7 多くの地域では、より高温の地球温暖化になると、複合的な現象が発生する確率が高くなると予測される

（確信度が高い）。特に、熱波と干ばつの同時発生がより頻発になる可能性が高い。1.5℃の地球温暖化と比

べて、2℃以上の場合には、作物生産地域を含む複数の場所で、極端現象が同時に発生する頻度が増す（確

信度が高い）。 

{11.8, Box 11.3, Box 11.4, 12.3, 12.4, Cross-Chapter Box 12.1, TS.4.3}（表 SPM.1） 

 

 
訳注 8 豪州、ニュージーランド、及びメラネシアの一部の島嶼を含む地域を指す。 



 
図 SPM.9 | 気候影響駆動要因が変化すると予測される AR6 WG1 参照地域数の統合 

全部で 35 個の気候影響駆動要因（CIDs）が 7 種類（暑熱と寒冷、湿潤と乾燥、風、雪氷、沿岸、外洋、その他）に分けて示されている。下に示

すグラフの縦棒は CID が変化すると予測された AR6 WG1 参照地域の数を CID 毎に示している。色は、変化の方向（紫色は増加、茶色は減少）

と変化の確信度（暗い色は確信度が高い、明るい色は確信度が中程度）を表している。薄い色の背景は、各 CID と幅広く関連する地域の最大数

を表している。 

パネル（a）は陸域と沿岸域に関連する 30 の CID を、パネル（b）は外洋地域に関連する 5 つの CID を示している。海洋熱波と海洋酸性度につ

いては、パネル（a）で沿岸地域について、パネル（b）で外洋地域について評価した。変化は、2050 年頃を中心とする 20～30 年間及び/又は 2°C

の地球温暖化と一致する期間を、1960～2014 年（水文干ばつ及び農業及び生態学的干ばつについては 1850～1900 年）の同程度の期間と比較し

たものである。地域の定義は、報告書本体の第 12.4 節、Atlas.1 及びインタラクティブ・アトラス（https://interactive-atlas.ipcc.ch/ 参照）に示

す。 

{11.9, 12.2, 12.4, Atlas.1, 表 TS.5, 図 TS.22, 図 TS.25}（表 SPM.1） 

¥¥/

¥¥/暑熱と寒冷 湿潤と乾燥 風 雪氷 その他 沿岸 外洋

気候影響駆動要因（CIDs）は、社会や生態系の要素に影響する物理学的な気候システムの状態（例えば平均、現象、
極端現象）である。CIDsとその変化は、システムの許容範囲に応じて有害にも有益にも中立にも、また相互に作用
するシステムの構成要素と地域にわたり、それらが混合した状態にもなりうる。CIDsは7種類に分類され、図中のア
イコンの下にまとめられている。全ての地域で少なくとも5個、ほぼ全て（96%）の地域で少なくとも10個、半数の
地域で少なくとも15個のCIDsの変化を経験すると予測される。CIDの変化の多くは、地理的なばらつきが大きいため、
各地域はCIDの変化の特有の組み合わせを経験すると予測される。図中の各棒グラフは、WG1のインタラクティブ・
アトラスで検証しうる地域ごとの特定の変化をまとめて示す。

複数の気候影響駆動要因が、世界中の全ての地域で変化すると予測される

気候影響駆動要因（CID）が増加又は減少すると予測される確信度が高い（暗い色）又は確信度が中程度（明るい色）

の陸域及び沿岸地域 (a) 及び外洋地域 (b) の数

¥¥/
増加の確信度が高い地域

増加の確信度が中程度の地域

減少の確信度が高い地域

減少の確信度が中程度の地域

¥¥/棒グラフの凡例 ¥¥/背後の薄い色について

¥¥/
グラフの棒の背後の薄い色は、各CIDが関連する地域の

最大数を表す。これは横軸について対称であり、CIDの

増加（上方）又は減少（下方）に関連しうる領域の最大

数を示す。

¥¥/

将来変化の評価について

変化は、2050年頃を中心とす

る及び/又は2℃の地球温暖化

と整合する20～30年間を、

1960～2014年又は1850～

1900年の同程度の期間と比較

したものである。

¥
¥
/

陸
域
及
び
沿
岸
地
域
の
数

¥
¥
/

外
洋
地
域
の
数 ¥¥/

平
均
海
水
温

海
洋
熱
波

海
洋
酸
性
度

海
洋
塩
分

溶
存
酸
素

平
均
気
温

極
端
な
高
温

寒
波

霜 平
均
降
水
量

河
川
の
氾
濫

大
雨
及
び
内
水
氾
濫

地
す
べ
り

乾
燥

水
文
干
ば
つ

農
業
及
び
生
態
学
的
干
ば
つ

火
災
の
発
生
し
や
す
い
気
象
条
件

平
均
風
速

激
し
い
暴
風
雨

熱
帯
低
気
圧

砂
じ
ん
嵐

雪
、
氷
河
及
び
氷
床

永
久
凍
土

湖
水
、
河
氷
及
び
海
氷

大
雪
及
び
氷
雨
を
伴
う
嵐

雹 雪
崩

地
表
付
近
の
大
気
中
C
O
2

相
対
的
な
海
面
水
位

沿
岸
洪
水

海
岸
侵
食

海
洋
熱
波

海
洋
酸
性
度

大
気
汚
染
の
発
生
し
や
す
い
気
象
条
件

地
表
面
で
の
放
射
収
支



C.3 氷床の崩壊、急激な海洋循環の変化、いくつかの複合的な極端現象、将来の温暖化として可能性が非常に

高いと評価された範囲を大幅に超えるような温暖化などの可能性の低い結果も排除できず、リスク評価に

関係する。 

{1.4, Cross-Chapter Box 1.3, 4.3, 4.4, 4.8, Cross-Chapter Box 4.1, 8.6, 9.2, Box 9.4, 11.8, Box 11.2, Cross-

Chapter Box 12.1}（表 SPM.1） 

C.3.1 地球温暖化が、GHG 排出が少ないシナリオを含む所与の GHG 排出シナリオにおいて可能性が非常に高い

と評価された範囲を超える場合、地域降水量やその他の CIDs など気候システムの多くの側面における世界

的及び地域的な変化もまた、それらの可能性が非常に高いと評価された範囲を超えるだろう（確信度が高

い）。こうした可能性の低い大幅な温暖化の結果は、潜在的に非常に大きな影響、例えば、より強くより頻

繁な熱波や大雨を通じた影響並びに人間及び生態系における高いリスクと関連しており、特に GHG 排出

の多いシナリオにおいて顕著である。 

{Cross-Chapter Box 1.3, 4.3, 4.4, 4.8, Box 9.4, Box 11.2, Cross-Chapter Box 12.1, TS.1.4, Box TS.3, Box TS.4}（表

SPM.1） 

C.3.2 可能性が低くとも影響が大きい結果 34 は、所与の GHG 排出シナリオにおいて可能性が非常に高い範囲の

地球温暖化の場合でも、世界規模及び地域規模で発生しうるだろう。可能性が低くとも影響が大きい結果

の発生確率は、地球温暖化の水準が高くなるにつれて増加する（確信度が高い）。南極氷床の融解の大幅な

増加や森林枯死など、気候システムの突然の応答や転換点（ティッピングポイント）を排除することはで

きない（確信度が高い）。 

{1.4, 4.3, 4.4, 4.8, 5.4, 8.6, Box 9.4, Cross-Chapter Box 12.1, TS.1.4, TS.2.5, Box TS.3, Box TS.4, Box TS.9}（表

SPM.1） 

C.3.3 地球温暖化が進行すると、過去及び現在気候においては可能性が低かったいくつかの複合的な極端現象 18

がより頻繁になり、強度、継続期間及び/又は空間的広がりが観測史上例のないほど増大した現象が発生す

る可能性が高まる（確信度が高い）。 

{11.8, Box 11.2, Cross-Chapter Box 12.1, Box TS.3, Box TS.9} 

C.3.4 大西洋子午面循環は、全ての排出シナリオで 21 世紀を通じて衰える可能性が非常に高い。21 世紀中の衰

退は確信度が高いが、傾向の大きさには低い確信度しかない。2100 年までに突然停止しないことは確信度

が中程度である。もしそのような突然の停止が起こった場合、熱帯降水帯の南方への移動、アフリカやア

ジアのモンスーンの弱化と南半球のモンスーンの強化、欧州における乾燥など、地域的な気象パターンと

水循環に急激な変化を引き起こす可能性が非常に高いだろう。 

{4.3, 8.6, 9.2, TS2.4, Box TS.3} 

C.3.5 予測不可能で稀な、気候への人間の影響とは関係ない自然現象は、可能性が低くとも影響が大きい結果を

引き起こすかもしれない。例えば過去には、数十年以内に大規模な爆発的な一連の火山噴火が発生し、数

十年にわたり、かなりの世界的及び地域的な気候の摂動を引き起こした。こうした現象は将来において排

除できないが、本来予測不可能性であるため、本報告書で参照している一連の例示的なシナリオには含ま

れていない。 

{2.2, Cross-Chapter Box 4.1, Box TS.3}（Box SPM.1） 

 

  



D. 将来の気候変動の抑制 

AR5 以降、残余カーボンバジェットの推定は、SR1.5 で初めて提示された新しい方法論、証拠の更新及び複数の証拠

から得られる結論を統合したことで向上した。大気汚染対策に関して将来起こりうる十分に広い範囲をシナリオが

包括していることで、様々な想定がもたらす、気候と大気汚染の将来予測への影響が、一貫性をもって評価されて

いる。新たな進歩の 1 つは、排出削減に対する気候応答が内部変動及び自然起源の駆動要因に対する応答を含む自

然変動の範囲を超えて識別可能になるであろう時期を確認できるようになったことである。 

D.1 自然科学的見地から、人為的な地球温暖化を特定の水準に制限するには、CO2 の累積排出量を制限し、少

なくとも CO2 正味ゼロ排出を達成し、他の温室効果ガスの排出も大幅に削減する必要がある。CH4 排出の

大幅な、迅速かつ持続的な削減は、エーロゾルによる汚染の減少に伴う昇温効果を抑制し、大気質も改善

させるだろう。 

{3.3, 4.6, 5.1, 5.2, 5.4, 5.5, 5.6, Box 5.2, Cross-Chapter Box 5.1, 6.7, 7.6, 9.6}（図 SPM.10, 表 SPM.2） 

D.1.1 本報告書は、人為的な累積 CO2排出量とそれらが引き起こす地球温暖化との間にほぼ線形の関係があると

いう AR5 の知見を再確認する（確信度が高い）。累積 CO2排出量が 1000 GtCO2増えるごとに、世界平均気

温が 0.27～0.63℃上昇する可能性が高く、最良推定値は 0.45℃と評価される41。この幅は AR5 や SR1.5 に

比べて狭い。この量は、累積 CO2排出量に対する過渡的気候応答（TCRE）と呼ばれている。この関係が示

唆するところは、世界的な人為的気温上昇をいかなる水準でも安定させるためには、人為的な CO2排出量

を正味ゼロ42にすることが必要であるが、世界全体の気温上昇を特定の水準に抑えるためには、累積 CO2

排出量をカーボンバジェット43の範囲内に抑えることを意味するだろうということである。 

{5.4, 5.5, TS.1.3, TS.3.3, Box TS.5}（図 SPM.10） 

 

 
41 文献では 1000 PgC（ペタグラム炭素）あたりの世界平均気温上昇量（℃）という単位が使われており、本報告書本体では、TCRE の可能性が高

い範囲を 1000 PgC あたり 1.0～2.3℃、最良推定値を 1.65℃としている。 

42 一定期間にわたり人為的な二酸化炭素（CO2）排出量と人為的な CO2除去量が均衡している状態（用語集）。 

43 カーボンバジェットという用語は、他の人為的な気候強制力の影響を考慮した上で、地球温暖化を所与の確率で所与の水準に抑えることにつな

がる、世界全体の正味の人為的累積 CO2排出量の最大値のことである。これは、工業化以前の時代を起点とした場合は総カーボンバジェットと

呼ばれ、最近の特定の日を起点とした場合は残余カーボンバジェットと呼ばれる（用語集）。過去の累積 CO2排出量は、これまでの温暖化を大

部分決定し、将来の排出は将来の追加的な温暖化の原因となる。残余カーボンバジェットは、温暖化を特定の気温水準以下に抑えるにあたり、

まだ排出しうる CO2の量を示す。 



 
図 SPM.10 | 累積 CO2 排出量と世界平均気温上昇量との間の、ほぼ線形の関係 

上のパネル: 過去のデータ（黒い細線）は、1850～1900 年以降の観測された世界平均気温の上昇（℃）を、過去の累積二酸化炭素（CO2）排出

量（GtCO2）との関数として、1850 年から 2019 年まで示す。中心線を含む灰色の範囲は、対応する過去の人為的な地表付近における昇温の推

定値を示す（図 SPM.2 参照）。一連の例示的なシナリオ（SSP1-1.9、SSP1-2.6、SSP2-4.5、SSP3-7.0 及び SSP5-8.5。図 SPM.4 参照）について、

2020 年から 2050 年まで、累積 CO2排出量の関数として、可能性が非常に高いと評価された世界平均気温の予測される範囲を着色域で、推測さ

れる中央値を着色された太い中央の線で、それぞれ示す。予測には、シナリオに応じた累積 CO2排出量を用い、予測される地球温暖化には、全

ての人為的な強制因子からの寄与が含まれる。この関係性は、累積 CO2排出量に対する過渡的な気候応答（TCRE）が一定であることの確信度が

高い累積 CO2排出量の範囲内で、かつ全ての例示的なシナリオにおいて世界の CO2排出量が正味で正を維持する 1850～2050 年の期間について

描かれる。後者の理由は、CO2排出量が正味で負の場合には、気温の変化を推定するために TCRE を定量的に適用できることを裏付ける証拠が限

定的であるためである。 

下のパネル: それぞれのシナリオにおける過去と予測される累積 CO2排出量（GtCO2）。 

{5.5, 図 5.31, 図 TS.18} 
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D.1.2 1850～2019 年の間に、合計 2390 ± 240 GtCO2（可能性が高い範囲）の人為起源 CO2が排出された。残余

カーボンバジェットは、いくつかの世界全体の気温の上限及び様々な水準の確率について推定されている。

この推定は、TCRE の推定値とその不確実性、過去の昇温の推定値、非 CO2排出量から予測される昇温のば

らつき、永久凍土の融解に起因する排出量などの気候システムのフィードバック、世界全体の人為起源 CO2

排出量が正味ゼロに到達した後の世界平均気温の変化などに基づいている。 

{5.1, 5.5, Box 5.2, TS.3.3}（表 SPM.2） 

 

表 SPM.2 | 過去の二酸化炭素（CO2）排出量及び残余カーボンバジェット推定値。残余カーボンバジェットの推定値は、2020 年

の初めから計算され、世界全体で CO2排出量が正味ゼロに到達する時点まで及ぶ。これらは CO2排出量を指すが、非 CO2排出に

よる地球温暖化の効果も考慮している。本表における地球温暖化とは、人為的な世界平均気温の上昇を示しており、個々の年に

おける世界全体の気温に対する自然変動の影響は含まれていない。 

{表 3.1, 5.5.1, 5.5.2, Box 5.2, 表 5.1, 表 5.7, 表 5.8, 表 TS.3} 

1850～1900 年から 2010～2019 年

にかけての地球温暖化（℃） 
1850～2019 年にかけての過去の累積 CO2 排出量（GtCO2） 

1.07（0.8～1.3; 可能性が高い範囲） 2390（± 240; 可能性が高い範囲） 

1850～1900 年を

基準とする気温

上限までのおお

よその地球温暖

化（℃）a 

2010～2019 年を

基準とする気温

上限までの追加

的な地球温暖化

（℃） 

2020 年の初めからの 

残余カーボンバジェット推定値（GtCO2） 

 

気温上限までで地球温暖化を 

抑制できる可能性 b 

非 CO2排出削減量のばらつき c 

17% 33% 50% 67% 83% 

1.5 0.43 900 650 500 400 300 
付随する非 CO2排出削減の高低

により、左記の値は 220 GtCO2

以上増減しうる 

1.7 0.63 1450 1050 850 700 550 

2.0 0.93 2300 1700 1350 1150 900 

a 0.1℃刻みの温暖化に対する数値は、表 TS.3 及び表 5.8 に掲載されている。 

bここに記載した可能性は、累積 CO2排出量に対する過渡的気候応答（TCRE）と地球システムの追加的なフィードバックの不確

実性に基づいており、地球温暖化が左記の 2 列に示された気温水準を超えない確率を示す。過去の昇温に関する不確実性（± 

550 GtCO2）と非 CO2の強制力とそれに伴う応答に関する不確実性（± 220 GtCO2）は、TCRE の不確実性の評価で一部扱われ

ているが、2015 年以降の最近の排出量の不確実性（± 20 GtCO2）と正味ゼロの CO2排出量を達成した後の気候応答の不確実

性（± 420 GtCO2）は別扱いとなる。 

c残余カーボンバジェットの推定値は、SR1.5 で評価されたシナリオで示唆される非 CO2駆動要因による温暖化を考慮している。

AR6 第 3 作業部会報告書において、非 CO2排出量の緩和について評価する。 

 

D.1.3 残余カーボンバジェットの推定値を決定するいくつかの要因が再評価されたが、SR1.5 以降のこれらの要

因の更新の程度は小さい。そのため残余カーボンバジェットの推定値は、過去の報告書以降の排出量につ

いて調整すると SR1.5 と比較して同程度であるが、AR5 と比較すると方法論の改善により大きくなってい

る44。 

{5.5, Box 5.2, TS.3.3}（表 SPM.2） 

  

 
44 AR5 と比較するにあたり、AR5 以降の排出量を考慮すると、AR6 の推定値は、温暖化を 1.5℃に抑えることに整合的な残余カーボンバジェット

では約 300～350 GtCO2大きく、2℃の場合はその差が約 400～500 GtCO2である。 



D.1.4 人為的な CO2除去（CDR）は、大気中から CO2を除去し、貯留先に永続的に貯蔵する潜在的可能性がある

（確信度が高い）。CDR の目的は、残存する排出量を相殺することで CO2や GHG 排出を正味ゼロにするこ

と、あるいは、人為的除去が人為的排出を上回る規模で実施される場合には、地上気温を下げることであ

る。CDR 技術には、生物地球化学的循環や気候に広範囲にわたり影響を与える可能性があり、このことで

CO2 を除去し温暖化を抑制するこれらの技術の潜在的可能性を弱めることも強めることもありうるほか、

水の利用可能性や水質、食料生産や生物多様性にも影響を与えうる45（確信度が高い）。 

{5.6, Cross-Chapter Box 5.1, TS.3.3} 

D.1.5 人為的な CO2除去（CDR）が世界全体の正味負の排出につながると、大気中の CO2濃度が低下し、海洋表

層での酸性化が逆転するだろう（確信度が高い）。人為的な CO2の除去及び排出は、陸域と海洋の炭素プー

ルとの間で、CO2をそれぞれ放出及び吸収することにより部分的に相殺される（確信度が非常に高い）。CDR

は、同じ規模の人為的な排出による増加分とほぼ同じ量だけ、大気中の CO2を減少させるだろう（確信度

が高い）。CDR の総量によっては、人為的な CO2除去による大気中の CO2減少量が、同量の CO2排出によ

る大気中の CO2増加量よりも最大で 10％少なくなりうるだろう（確信度が中程度）。 

{5.3, 5.6, TS.3.3} 

D.1.6 世界全体で CO2 の正味負の排出が達成され、持続した場合、CO2 による世界平均気温の上昇は徐々に下降

に向かうだろうが、その他の気候の変化は数十年から数千年の間、現在の方向性を継続するだろう（確信

度が高い）。例えば CO2排出量が大幅に正味負となった場合でも、世界平均海面水位が下降に転じるには数

百年から数千年かかるだろう（確信度が高い）。 

{4.6, 9.6, TS.3.3} 

D.1.7 5 つの例示的なシナリオでは、大気汚染の原因にもなる、CH4、エーロゾル及びオゾン前駆物質の排出量の

同時的な変化は、短期的及び長期的に正味の世界平均気温上昇がもたらされる（確信度が高い）。長期的に

は、大気汚染対策と強力かつ持続的な CH4排出量削減の組み合わせを想定したシナリオでは、この正味の

昇温はより小さくなる（確信度が高い）。GHG 排出が少ない及び非常に少ないシナリオでは、想定される

人為的なエーロゾル排出の削減が正味の昇温をもたらす一方、CH4 やその他のオゾン前駆物質の排出の削

減は正味の降温につながる。CH4 とエーロゾルはともに短寿命のため、これらの気候影響は部分的に相殺

され、CH4 排出の削減は世界全体の地上オゾンを減少させることで大気質の改善にも寄与する（確信度が

高い）。 

{6.7, Box TS.7}（図 SPM.2、Box SPM.1） 

D.1.8 人為的な CO2排出量と人為的な CO2除去量が均衡することで、世界全体の CO2排出量正味ゼロを達成する

ことは、CO2 に起因する世界平均気温上昇を安定化させるための必要条件である。これは、メトリックで

加重した人為的な GHG 排出量とメトリックで加重した人為的な GHG 除去量が等しくなる、正味ゼロの

GHG 排出の達成とは異なる。所与の GHG 排出経路について、個別の GHG の経路がその結果もたらされる

気候応答46を決定するが、これら異なる GHG の排出量と除去量を集約するためにどの排出メトリック47を

選択するかによって、集約された GHG 排出がどの時点で正味ゼロになるかに影響する。地球温暖化係数

100 年値で定義された GHG 排出量が正味ゼロに到達した後にそれが持続する排出経路の場合、気温がより

早期にピークに達した後で低下する結果が予測される（確信度が高い）。 

{4.6, 7.6, Box 7.3, TS.3.3} 

 
45 CDR が生物多様性、水及び食料生産に対して潜在的に正に影響するか負に影響するかは技術によって異なり、多くの場合、局所的な状況、管

理、以前の土地利用及び実施規模に大きく依存する。IPCC 第 2 作業部会及び第 3 作業部会は、AR6 の報告書において、CDR の潜在的可能性、

CDR 技術の生態学的及び社会経済的な影響を評価する。 

46 放射強制力に対して気候システムがどのように応答するかを示す一般的な用語（用語集）。 

47 排出メトリックの選択は、どのガス又は強制因子を比較するかという目的に依存する。本報告書では、排出メトリックの更新値を含み、異なる

ガスを集約する新しいアプローチを評価している。 



D.2 GHG 排出が非常に少ない又は少ないシナリオ（SSP1-1.9 及び SSP1-2.6）は、GHG 排出が多い又は非常に

多いシナリオ（SSP3-7.0 又は SSP5-8.5）と比べて、温室効果ガスとエーロゾルの濃度及び大気質に、数年

以内に識別可能な効果をもたらす。これらの対照的なシナリオ間の識別可能な差異は、世界平均気温の変

化傾向については約 20 年以内に、その他の多くの気候影響駆動要因についてはより長い期間の後に、自

然変動の幅を超え始めるだろう（確信度が高い）。 

{4.6, 6.6, 6.7, Cross-Chapter Box 6.1, 9.6, 11.2, 11.4, 11.5, 11.6, Cross-Chapter Box 11.1, 12.4, 12.5}（図

SPM.8, 図 SPM.10） 

D.2.1 COVID-19 流行抑制対策に伴う 2020 年の排出削減は、大気汚染に対して一時的ではあるが検出可能な影響

をもたらし（確信度が高い）、それに伴い、人間活動により生じるエーロゾルによる降温の減少を主要因と

して、合計放射強制力を一時的にわずかに増加させた（確信度が中程度）。しかしながら、この一時的な強

制力に対する世界全体及び地域的な気候応答は、自然変動の幅を超える変化として検出できない（確信度

が高い）。大気中の CO2濃度は 2020 年においても上昇を続けており、観測された CO2増加率に検出可能な

減少は確認できない（確信度が中程度）48。 

{Cross-Chapter Box 6.1, TS.3.3} 

D.2.2 GHG 排出の削減は大気質の改善ももたらす。しかしながら、短期的49には、GHG 排出が少ない及び非常に

少ないシナリオ（SSP1-2.6 及び SSP1-1.9）のように GHG を強力に削減するシナリオでさえも、これらの

大気質の改善は、多くの汚染地域では世界保健機関が規定した大気質ガイドラインを達成するには十分で

はない（確信度が高い）。大気汚染物質の排出量の削減目標を含むシナリオでは、GHG 排出のみを削減す

る場合と比べ、大気質の改善が数年以内の範囲で更に早期化するが、2040 年以降は、大気汚染物質及び

GHG の排出を削減する努力を組み合わせたシナリオでより一層の改善が予測され、その便益の大きさは地

域によって異なる（確信度が高い）。 

{6.6, 6.7, Box TS.7} 

D.2.3 GHG 排出が非常に少ない又は少ないシナリオ（SSP1-1.9 及び SSP1-2.6）では、GHG 排出が多い又は非常

に多いシナリオ（SSP3-7.0 又は SSP5-8.5）と比べ、人為的な気候変動を抑制する効果は急速かつ持続的で

あろうが、初期においては気候システムの応答は自然変動により隠されうる。世界平均気温については、

GHG 排出が非常に少ないシナリオ（SSP1-1.9）では、GHG 排出が多い又は非常に多いシナリオ（SSP3-7.0

又は SSP5-8.5）と比較して、短期のうちに 20 年平均の変化傾向に違いが現れる可能性が高いだろう。他の

多くの気候要素の応答については、21 世紀後半の異なった時期に自然変動の幅を超えて現れるだろう（確

信度が高い）。 

{4.6, Cross-Section Box TS.1}（図 SPM.8, 図 SPM.10） 

D.2.4 GHG 排出が非常に少ない及び少ないシナリオ（SSP1-1.9 及び SSP1-2.6）では、GHG 排出が多い及び非常

に多いシナリオ（SSP3-7.0 及び SSP5-8.5）と比べ、2040 年以降の様々な気候影響駆動要因 36 の変化はか

なり小さいだろう。今世紀の終わりまでには、GHG 排出が非常に少ない及び少ないシナリオでは、それよ

りも GHG 排出が多いシナリオと比べ、極端な海面水位の頻度の増加、大雨及び内水氾濫、並びに危険な暑

熱のしきい値の超過など、いくつかの気候影響駆動要因の変化は大幅に小さくなり、同時に、そのような

超過が発生する地域の数も少なくなるだろう（確信度が高い）。これらの変化は、GHG 排出が非常に少な

いシナリオは GHG 排出が少ないシナリオよりも、中程度のシナリオ（SSP2-4.5）は GHG 排出が多い又は

非常に多いシナリオよりも、それぞれ同様に小さいだろう（確信度が高い）。 

{9.6, 11.2, 11.3, 11.4, 11.5, 11.6, 11.9, Cross-Chapter Box 11.1, 12.4, 12.5, TS.4.3} 

  

 
48 他の GHG については、今般の評価の時点では、2020 年における大気中の増加率の検出可能な変化を評価するための利用可能な文献が十分では

なかった。 

49 短期：2021～2040 年。 
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